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１．デジタル技術の活用に関する技術、プロジェクト等の取組事例 
ここでは、本編に記載した「当面実施すべき主な施策」の検討・実施にあたって参考となる取組

事例を整理する。具体的には、「当面実施すべき主な施策」それぞれについて、デジタル技術の活用

に関する、すでに実装されている、あるいは実装されつつある主な技術・ソリューションの取組事

例を抽出し、取組内容や各施策の実施にあたって示唆・留意点等を整理した。 

本編に示した各施策と取組事例との対応表を以下に示す。 

表 1 当面実施すべき主な施策（①発荷主・着荷主間：活用施策）に対応する取組事例 

活用方策 
当面実施すべき主な施策【取り組むべき

ステークホルダー】 
取組事例 

デジタル化 
 ASN データ（事前出荷情報）の作成と事

前提供【発荷主】 
 受発注システムとの連携による荷受の効

率化：プラネット（（１）①） 

見える化 

 バース管理システム等による作業時間

の把握、これに基づく附帯作業等の料金

化【発荷主・着荷主】 

 貨物情報の見える化（受注情報、貨物情

報、バース・倉庫・情報の紐づけ）【発荷

主・着荷主】 

 貨物輸送のトラッキング情報の提供：米

国 project44（（２）①） 

共有化・ 

オープン化 

 サプライチェーン全体の在庫最適化・オ

ペレーション効率化に向けた需要予測・

販売計画・生産計画の共有【発荷主・着

荷主】 

 SC 全体を通じた商品・情報等取引の効率

化・改善：米国 VICS（（３）①） 

データ活用 

 物流条件によるメニュープライシング

の導入【発荷主・着荷主】 

 物流条件によるメニュープライシング：

ユニリーバ（（４）①） 

 バース予約システムによる作業の計画

化【発荷主・着荷主】 
 バース予約システム：Hacobu 

 発送量の適正化（日波動、曜日波動、月

波動等繁閑差の平準化、隔日配送化、定

曜日配送化など）【発荷主】 
 輸送量平準化・配送の最適化：ニチレイロ

ジグループ（（１）③） 

 AI 配車を活用した適正化モデルの実現：

江崎グリコ等（（４）②） 
 発注の適正化（日波動、曜日波動、月波

動等繁閑差の平準化、大ロット化など）

【着荷主】 

自動化 

 荷役・搬送ロボットの導入【発荷主・着

荷主】 
 自動倉庫の取組：米国 Ryder 社（（５）①） 

 需要予測型自動発注・在庫最適化【着荷

主】 

 最適在庫システムの取組：米国 Valizant

社（（５）②） 

表 2 当面実施すべき主な施策（①発荷主・着荷主間：普及施策）に対応する取組事例 

普及方策 
当面実施すべき主な施策【取り組むべき

ステークホルダー】 
取組事例 

標準化 

 荷姿・梱包仕様/貨物コード等、物流情報

標準ガイドラインに基づく標準化の普

及【発荷主・着荷主・物流事業者・行政】 

 物流標準化ガイドライン準拠の事例：フ

ィジカルインターネットセンター（（６）

①） 

 業務プロセス／資機材（パレット等）の

標準化【発荷主・着荷主】 

 化粧品日用品業界における物流標準化

と ASN活用：プラネット（（１）①） 
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基盤づくり 
 API 標準化によるデータ利用環境の整備

【発荷主・着荷主】 

 標準化された APIの公開／提供：ノルウ

ェーMIXMOVE（（７）①） 

低コスト化 

 ASN データ作成やバース予約システム導

入など各施策に対する助成制度の充実

【行政】 

 国による公的支援：国交省、経産省など

（（８）①） 

その他 

 物流担当の明確化（物流統括管理者の選

任）【発荷主・着荷主】 

 特定事業者への物流統括管理者の選任

義務化：国交省（（９）①） 

 スロー・ロジスティクスの浸透【発荷主・

着荷主、行政】 

 政府広報やメディアを通じた広報：内閣

府、JILSなど（（９）②） 

 地産地消の推進【発荷主・着荷主、行政】 
 地産地消モデルへの転換：花王（（９）

③） 

表 3 当面実施すべき主な施策（②荷主・物流事業者間：活用施策）に対応する取組事例 

活用方策 
当面実施すべき主な施策【取り組むべき

ステークホルダー】 
取組事例 

デジタル化 

 受注のデジタル化【荷主・物流事業者】  基幹 EDI サービス：プラネット（（１）①） 

 労務時間・労働時間管理のデジタル化

【荷主・物流事業者】 

 MOVO Vista（配車依頼から受発注、配送後

の請求金額確認・承認までシステム上で

一元管理）：Hacobu（（１）②） 

見える化 

 関係物流事業者・車両の積載率等の見え

る化【荷主・物流事業者】 

 物流 MaaSプロジェクト：経済産業省（（２）

②） 

 関係物流施設の混雑状況・荷待ち時間等

の見える化【荷主・物流事業者】 

 シェアリング型寄託倉庫サービス：米国

FLEXE（（２）③） 

 実運送車両の見える化（車両規格・整備

状況）【物流事業者】 

 MOVO Vista（配車依頼から受発注、配送後

の請求金額確認・承認までシステム上で

一元管理）：Hacobu（（１）②） 

 貨物情報の見える化（受注情報、貨物情

報、バース・倉庫・情報の紐づけ）【物流

事業者】 

 貨物輸送のトラッキング情報の提供：米

国 project44（（２）①） 

 貨物単位当たりの CO2算出【荷主・物流

事業者】 

 ワンストップ・ナビ：日本通運（（２）④） 

共有化・ 

オープン化 

 トラック・鉄道・船の積載貨物位置情報

の共有化【荷主・物流事業者】 

 貨物輸送のトラッキング情報の提供：米

国 project44（（２）①） 

データ活用 

 物流条件によるメニュープライシング

の導入【荷主・物流事業者】 

 物流条件によるメニュープライシング：

ユニリーバ（（４）①） 

 輸送治具（パレット等）の所在管理【荷

主】 

 パレット管理システム：東計電算（（４）

③） 

 求貨求車マッチングに向けたデータ連

携 【荷主・物流事業者】 

 PickGo（ラストワンマイル配送のマッチ

ングシステム）CbCoud （（４）④） 

 バース予約（荷積荷下ろし・休憩エリ

ア）、検品レスに向けたデータ連携【荷

主・物流事業者】  

 webkit2+（業界団体による物流事業者間

のマッチングシステム）：日本貨物運送協

同組合連合会（（４）⑤） 

自動化 
 倉庫における自動フォークリフト・AGV

活用【荷主・物流事業者】 

 MOVO Berth（バース予約システム：荷待ち・

荷役作業時間を把握し、物流センター・工

場における車両待機削減・生産性向上を

支援）：Hacobu（（１）②） 
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表 4 当面実施すべき主な施策（②荷主・物流事業者間：普及施策）に対応する取組事例 

普及方策 
当面実施すべき主な施策【取り組むべき

ステークホルダー】 
取組事例 

標準化 

 荷姿・梱包仕様/貨物コード等、物流情報

標準ガイドラインに基づく標準化の普

及【荷主・物流事業者・行政】 

 物流標準化ガイドライン準拠の事例：フ

ィジカルインターネットセンター（（６）

①） 

 物流 EDI 標準の普及・連携強化（トラ

ック・鉄道・船）【物流事業者・行政】 

 インターネット利用を前提とした次世代

の物流ＥＤＩ標準：物流 EDI センター

（（６）①） 

基盤づくり 

 通信型デジタルタコグラフの設置推進

（技術基準の見直し、義務化、標準シス

テムガイドラインの作成等）【行政】 

 欧米における電子ログ記録装置（ELD）の

設置義務化（（７）②） 

 FMS 標準を活用した車両管理システム構

築【行政・物流事業者・OEM メーカー】 

 MOVO（日野自動車のトラック位置情報を

接続しデータ連携を実現）：Hacobu（（１）

②） 

低コスト化 

 貨物情報の見える化や求貨求車マッチ

ングなど各施策に対する助成制度の充

実【行政】 

 国による公的支援：国交省、経産省など

（（８）①） 

その他 

 カーボンニュートラルや自動物流道路

施策との連携【行政】 

 標準化と合わせた GHG 排出量の可視化・

管理：欧州 Catena-X（（９）④） 

 適正事業者の見える化（健全な企業経

営）【物流事業者・行政】 

 自動物流道路：国交省（（９）⑤） 

表 5 当面実施すべき主な施策（③荷主・物流事業者と消費者間：活用施策）に対応する取組事例 

活用方策 
当面実施すべき主な施策【取り組むべき

ステークホルダー】 
取組事例 

デジタル化 
 商品生産・サービス提供等に必要となる

物流コスト把握【荷主】 

 物量要件に合わせたコスト提示：ニチレ

イロジグループ（（１）③） 

見える化 

 商品・サービスの提供に伴う CO2排出量

（カーボンフットプリント）の把握・表

示【荷主】 

 配送時の排出量を追跡できるツールの提

供：米国 FedEx（（２）⑤） 

共有化・ 

オープン化 

 貨物のトレーサビリティ確保（位置情報

の共有化など）【荷主・消費者】 

 サプライチェーン全体の輸送関連情報を

リアルタイムで可視化：ヤマト運輸、

Wismettac フーズ（（３）②） 

データ活用 
 消費者による輸送方法選択を可能とす

るメニュープライシングの導入【荷主】 

 ポイント活用による物流平準化【おトク

指定便】：アスクル（（４）⑥） 

自動化 
 AI 活用による需要予測型サプライチェ

ーンマネジメントの実装【荷主】 

 需要予測と在庫状況に応じたプロモーシ

ョンによる物流最適化：米国 Amazon

（（５））0 

表 6 当面実施すべき主な施策（③荷主・物流事業者と消費者間：普及施策）に対応する取組事例 

普及方策 
当面実施すべき主な施策【取り組むべき

ステークホルダー】 
取組事例 

標準化 
 物流負荷低減に誘導する配送メニュー・

ポイント還元等の推進【荷主・行政】 

 「送料無料」表示の自主的な見直し要請：

消費者庁（（６）②） 

基盤づくり 
 受取方法の多様化に向けた施設整備（公

共宅配ロッカーなど）【荷主・行政】 

 オープン型宅配便ロッカー「PUDO ステー

ション」の設置：PackcityJapan（（７）③） 

低コスト化 
 貨物のトレーサビリティ確保など各施

策に対する助成制度の充実【行政】 

 国による公的支援：国交省、経産省など

（（８）①） 
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その他 

 カーボンニュートラル施策との連携【行

政】 

 標準化と合わせた GHG 排出量の可視化・

管理：欧州 Catena-X（（９）④） 

 消費者の行動変容を促す広報強化【行

政】 

 政府広報やメディアを通じた広報：内閣

府、JILS など（（９）②） 

表 7 当面実施すべき主な施策（④物流事業者間：活用施策）に対応する取組事例 

活用方策 
当面実施すべき主な施策【取り組むべき

ステークホルダー※】 
取組事例 

デジタル化 

 受注のデジタル化【トラック、倉庫、フ

ォワーダー】 

 基幹 EDI サービス：プラネット（（１）①） 

 通信型デジタルタコグラフの導入によ

る物流動態、労務時間・労働時間管理の

デジタル化【トラック】 

 車両動態管理システム：Traevo（（１）④） 

 運送契約のデジタル化【トラック、倉庫、

フォワーダー】 

 電子契約システム：インフォマート（（１）

⑤） 

見える化 

 貨物情報の見える化（受注情報、貨物情

報、バース・倉庫・情報の紐づけ）【トラ

ック、倉庫、フォワーダー】 

 貨物輸送のトラッキング情報の提供：米

国 project44（（２）①） 

 物流施設の混雑状況の見える化【倉庫】 
 シェアリング型寄託倉庫サービス：米国

FLEXE（（２）③） 

 貨物単位当たりの CO2排出量算出【トラ

ック、倉庫、フォワーダー】 

 ワンストップ・ナビ：日本通運（（２）④） 

共有化・ 

オープン化 

 共同輸配送・混載輸送、ダブル連結トラ

ック拡充に向けたデータ連携【トラッ

ク、フォワーダー】 

 異業種幹線共同輸送プラットフォーム：

Next Logistics Japan（（３）③） 

 倉庫シェアリングに向けたデータ連携 

【トラック、倉庫、フォワーダー】 

 シェアリング型寄託倉庫サービス：米国

FEXE（（２）③） 

データ活用 

 AI、ビックデータを活用した物流の効率

化（運行計画、庫内作業）【トラック、倉

庫】 

 自動発注機能の活用による物流効率化：

ニチレイロジグループ（（１）③） 

 ピックゴー配送プラットフォーム：

Cbcoud（（４）） 

 AI 配車を活用した適正化モデルの実現：

江崎グリコ等（（４）②） 

 輸送治具（パレット等）の所在管理【ト

ラック、倉庫】 

 パレット管理システム：東計電算（（４）

③） 

 物流原価計算、メニュープライシングの

導入【トラック、倉庫、フォワーダー】 

 物流条件によるメニュープライシング：

ユニリーバ（（４）①） 

自動化 
 倉庫内自動化システムと倉庫管理シス

テムとの紐づけ【倉庫】 

 ⽉額制倉庫ロボットサービス：Roboware

（（５）⑤） 

 自動倉庫の取組：米国 Ryder 社（（５）①） 

 自動運転フォークリフトによる荷下ろし

/荷積み実証実験：NEXT Logistics Japan

（（５）③） 

※各輸送モードの物流事業者の名称については、「トラック（トラック運送事業者）」「海運（内航海運事業

者）」「鉄道（貨物鉄道事業者）」「航空（航空運送事業者）」と略す。以下同様。 
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表 8 当面実施すべき主な施策（④物流事業者間：普及施策）に対応する取組事例 

普及方策 
当面実施すべき主な施策【取り組むべき

ステークホルダー】 
取組事例 

標準化 

 荷姿・梱包仕様/貨物コード等、物流情報

標準ガイドラインに基づく標準化の普

及【荷主・物流事業者・行政】 

 物流標準化ガイドライン準拠の事例：フ

ィジカルインターネットセンター（（６）

①） 

基盤づくり 

 FMS 標準を活用した車両管理システム構

築【行政・物流事業者・OEM メーカー】 

 MOVO（日野自動車のトラック位置情報を

接続しデータ連携を実現）：Hacobu（（１）

②） 

 通信型デジタルタコグラフの設置推進

（技術基準の見直し、義務化、標準シス

テムガイドラインの作成等）【行政】 

 欧米における電子ログ記録装置（ELD）の

設置義務化（（７）②） 

低コスト化 
 物流動態のデジタル化各施策に対する

助成制度の充実【行政】 

 国による公的支援：国交省、経産省など

（（８）①） 

その他  実運送体制管理簿の作成【トラック】 

 MOVO Vista（配車依頼から受発注、配送後

の請求金額確認・承認までシステム上で

一元管理可能）：Hacobu（（１）②） 

表 9 当面実施すべき主な施策（⑤物流事業者間【幹線物流】：活用施策）に対応する取組事例 

活用方策 
当面実施すべき主な施策【取り組むべき

ステークホルダー】 
取組事例 

デジタル化 

 通信型デジタルタコグラフの導入によ

る物流動態、労務時間・労働時間管理の

デジタル化【トラック】 

 車両動態管理システム：Traevo（（１）④） 

 貨物鉄道、フェリー等の時刻表・予約状

況のデジタル化【鉄道、海運、航空】 

 鉄道コンテナ輸送管理システム：JR 貨物

（（１）⑥） 

 GTFS を用いた情報提供：津軽海峡フェリ

ー（（１）⑦） 

見える化 

 貨物情報の見える化（受注情報、貨物情

報、バース・倉庫・情報の紐づけ）【トラ

ック、鉄道、海運、航空】 

 貨物輸送のトラッキング情報の提供：米

国 project44（（２）①） 

 貨物単位当たりの CO2算出【トラック、

鉄道、海運、航空】 

 ワンストップ・ナビ：日本通運（（２）④） 

共有化・ 

オープン化 

 貨物鉄道・フェリー等の運行情報等の共

有【鉄道、海運、航空】 

 鉄道コンテナ輸送管理システム：JR 貨物

（（１）⑥） 

 モーダルシフト船の運航情報等一括情報

検索システム：国交省（（３）0） 

 貨物鉄道、フェリー等の空き状況や位置

情報の荷主等への開示【鉄道、海運、航

空】 

 鉄道コンテナ輸送管理システム：JR 貨物

（（１）⑥） 

 SA・PA におけるトレーラー枠の混雑状

況、空き状況の公開【高速道路会社】 

 休憩施設混雑情報板：NEXCO 各社（（３）

⑤） 

データ活用 

 データ、AI を活用したシェアリング、マ

ッチングシステムの構築【トラック、フ

ォワーダー、荷主】 

 異業種幹線共同輸送プラットフォーム：

Next Logistics Japan（（３）③） 

 データ、AI を活用した運行計画、ドライ

バー配置等の最適化【トラック、フォワ

ーダー、荷主】 

 ピックゴー配送プラットフォーム：

Cbcoud（（４）④） 



6 

 

 貨物鉄道・フェリー等のオンライン予約

に向けたデータ連携【トラック、鉄道、

海運、航空】 

 鉄道コンテナ輸送管理システム：JR 貨物

（（１）⑥） 

 SA・PA におけるトレーラー枠の予約シス

テムの導入【高速道路会社】 

 ETC2.0 駐車場予約システム社会実験：

NEXCO 中日本・東日本（（４）⑦） 

自動化 
 自動運転トラック輸送の実用化に向け

た取組の推進【OEM メーカーほか】 

 v4 自動運転トラックによる幹線輸送サー

ビス：T2 （（５））⑥ 

表 10 当面実施すべき主な施策（⑤物流事業者間【幹線物流】：普及施策）に対応する取組事例 

普及方策 
当面実施すべき主な施策【取り組むべき

ステークホルダー】 
取組事例 

標準化 

 荷姿・梱包仕様/貨物コード等、物流情報

標準ガイドラインに基づく標準化の普

及【荷主・物流事業者・行政】 

 物流標準化ガイドライン準拠の事例：フ

ィジカルインターネットセンター（（６）

①） 

 物流 EDI 標準の普及・連携強化（トラ

ック・鉄道・海運・航空）【物流事業者・

行政】 

 インターネット利用を前提とした次世代

の物流ＥＤＩ標準を作成：物流 EDI セン

ター（（６）①） 

基盤づくり 

 中継輸送拠点の整備・支援【物流事業者、

行政、高速道路会社、デベロッパー】 

 コネクトエリア浜松：NEXCO 中日本、遠州

トラック（（７）④） 

 通信型デジタルタコグラフの設置推進

（技術基準の見直し、義務化、標準シス

テムガイドラインの作成等）【行政】 

 欧米における電子ログ記録装置（ELD）の

設置義務化（（７）②） 

低コスト化 
 物流動態のデジタル化など各施策の助

成制度の充実【行政】 

 国による公的支援：国交省、経産省など

（（８）①） 

その他 
 カーボンニュートラルや自動物流道路

施策との連携【行政】 

 標準化と合わせた GHG 排出量の可視化・

管理：欧州 Catena-X（（９）④） 

 自動物流道路：国交省（（９）⑤） 

表 11 当面実施すべき主な施策（⑥荷主・物流事業者と行政・学界間：活用施策）に対応する取組

事例 

活用方策 
当面実施すべき主な施策【取り組むべき

ステークホルダー】 

取組事例 

デジタル化 

 通信型デジタルタコグラフ、FMS、ETC2.0

等の導入による物流動態のデジタル化

【荷主、物流事業者】 

 車両動態管理システム：Traevo（（１）④） 

見える化 

 貨物情報の見える化（受注情報、貨物情

報、バース・倉庫・情報の紐づけ）【物流

事業者】 

 貨物輸送のトラッキング情報の提供：米

国 project44（（２）①） 

共有化・ 

オープン化 

 物流にかかる統計情報の共有化、オープ

ン化【行政】 

 物流データを活用した研究成果の共有

化、オープン化【学界】 

 公共交通オープンデータ協議会に参画す

る交通事業者のデータの提供：公共交通

オープンデータセンター（（３）⑥） 

データ活用 

 インフラ整備計画（港湾、SA 等）策定や

物流効率化施策の効果検証等における

統計情報の活用【行政】 

 物流分野の各種研究活動における統計

情報の活用【学界】 

 物流ネットワークを考慮した物流拠点等

のインフラ整備計画手法：日本工営（（４）

⑧） 

自動化 
 AI 活用等による業務量予測・物流リソー

ス最適化【荷主、物流事業者】 

 AI による荷物量予測システムの導入：ヤ

マト運輸（（５）⑦） 
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表 12 当面実施すべき主な施策（⑥荷主・物流事業者と行政・学界間：普及施策）に対応する取組

事例 

普及方策 
当面実施すべき主な施策【取り組むべき

ステークホルダー】 
取組事例 

標準化 

 物流情報の標準化（物流情報標準ガイド

ラインに基づく物流メッセージ、データ

項目、コードの標準化）【行政】 

 物流情報標準化ガイドライン：フィジカ

ルインターネットセンター（（６）①） 

基盤づくり 

 物流にかかる統計情報の作成、共有化・

オープン化をサポートするデータセン

ターの設置【荷主、物流事業者、行政、

学界】 

 産学官共同による「公共交通オープンデ

ータセンター」の設置：公共交通オープン

データ協議会（（３）⑥） 

低コスト化 

 貨物情報の見える化、統計情報のオープ

ン化など各施策に対する助成制度の充

実【行政】 

 国による公的支援：国交省、経産省など

（（８）①） 
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（１）デジタル化 
①受発注システムとの連携による荷受の効率化／基幹 EDI サービス：プラネット 

本取組の実施主体である株式会社プラネットは、日用品・化粧品業界の流通システムを最適

化する業界共通インフラ（VAN）構築を目指し、同業界の有力メーカー８社の合意の下、１９８

５年に設立された。この取り組みへの参加企業は日用品・化粧品業界のメーカー、卸売業であ

る。 

安定した商品供給の持続、業界の物流費高騰の抑制を目的として、 「ロジスティクス EDI」

を推進し、商流標準 EDI に加え、EDI の標準化、業界内外のデータ連携を行うことを意図して

いる。 

取組の概要をみると、デジタルの動きとして、「ロジスティクス EDI 概要書」を策定し、そ

の後、ASNデータ（事前出荷案内）の業界標準策定、リリースを行い、SIPの活動とも連携して

ASN データ試用による効果検証を行ったのち、伝票レス業務モデルの策定、実運用化計画を策

定している。 

デジタル技術の活用内容としては、下記の２点を挙げている。 

1. ロジテラス物流：業務の進捗にあわせて ASN データを更新して卸売業に送信。自社で

利用する物流関連ツールに情報連携可能。 

2. 入荷検収データ：ASN データにもとづき、受領した商品情報を卸売業からメーカーに

通知するデータ 

その他の工夫として、「日用品における物流標準化ガイドライン」を発行しており、①外装表

示の項目、内容、位置などの基準、②使用パレット、荷姿についての考え方、③納品伝票の重

要表記項目、伝票レイアウトについて、物流標準化の考え方と指針を提示している。 

＜化粧品日用品業界の推進体制＞ 
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実施効果としては、ASN データの活用により、サプライチェーンの可視化とともに、メーカ

ーのコスト抑制、卸売業・物流事業者の伝票レス・受領書レス、物流事業者のバース自動予約

を実現できたことを挙げている。 

今後の展望として、ロジスティクス EDI、物流テクノロジーの発展（ロボティクス、AI等）、

業務オペレーション改善を通じ、共同物流から協調物流への展開を目指し、業界協調配送の実

現を図るとしている。 

ASN については、米国の流通団体 VICS（Voluntary Interindustry Commerce Solutions 

Association）が 1990年代半ばに確立し、GS1 USが引き継いでいる企業間物流における標準業

務プロセスとして「GS1-SSCC-ASN」が存在する。SSCC とは Serial Shipping Container Code

の略であり、ケース、パレット等の物流ユニットを一意に識別するために GS1 により定められ

たコードで、バーコードや EPC/RFID タグに記録し活用される。SSCC を利用することで、企業

は各物流ユニットを追跡することが可能になる。SSCC の情報を、当該物流ユニットの出荷前に

ASN データとして着荷主に伝達することで、上述した物流効率化が可能となる 1。 

＜ASN データの期待効果＞ 

 

    

  

 
1 「流通・物流領域の DX推進と「日本型流通 SCM」の再設計～リテール ITリーダーシップフォー

ラム 2022での小売業トップからの報告と提言～」

（https://www.nri.com/jp/knowledge/blog/lst/2023/iis/fujino/0227_1） 
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②「Data-Driven Logistics®」の実現に向けたソリューションの提供：Hacobu 

大手製造業・物流業・自動車メーカー等の出資のもと 2015 年に設立された株式会社 Hacobu

は、データの力で「運ぶ」を最適化する物流を「Data-Driven Logistics®」と定義し、その実

現に向けて①～③の 3つのクラウド物流管理ソリューションを提供している。 

①トラックバースの予約受付サービス「MOVO Berth（ムーボ・バース）」は、物流センター・

工場において入場予約や入退場受付を行うためのサービスであり、車両の入場時間・物流情報

を事前に把握したり、バース内での作業状況を共有することができる。車両の入場時間を分散

させて車両の待機時間を削減したり、事前に荷揃えをして庫内作業を効率化するなど、バース

内での効率的な作業計画の立案が可能となる。 

②車両動態管理サービス「MOVO Fleet（ムーボ・フリート）」では、車両に取り付けた専用端

末を通じて車両位置や配送状況をリアルタイムかつ企業の枠を超えて把握・可視化する。こう

して収集したデータは輸配送効率化や労務改善のほか、協力会社を含めた車両の一元管理、現

場管理業務の効率化（ドライバーや配送先とのやりとりの削減等）に役立てることができる。 

また、③配送案件管理サービス「MOVO Vista（ムーボ・ヴィスタ）」については、荷主企業、

元請企業、運送会社をデジタルにつなぎ、配送案件の受発注・管理を支援するサービスである。 

＜トラック予約受付サービス「MOVO Berth（ムーボ・バース）」＞ 

 

 

＜車両動態管理サービス「MOVO Fleet（ムーボ・フリート）」＞ 
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＜配送案件管理サービス「MOVO Vista（ムーボ・ヴィスタ）」＞ 

 

 

多重下請け構造にある物流業界において DX 化を促進するためには、最初から完璧な理想像

を目指すのではなく、まずは荷主を含めたステークホルダー同士をデジタル上でつなげること

が重要であると同社は指摘する。今後は、デジタルでつながったステークホルダー間で WIN-

WIN 関係を構築すること、また、デジタルでつながるステークホルダーを拡大していくことが

重要であると考えられる。 
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③自動発注の高度活用による輸送量平準化・配送の最適化：ニチレイロジグループ 

エリアでの小売・外食店舗配送は、曜日波動・便波動が大きいが、欠品・廃棄ロスが増える

という懸念が物流平準化の妨げとなっている。 

店舗では自動発注機能を使って発注量をコントロールできていることから、欠品・廃棄ロス

を増やさず、便波動や曜日波動を平準化するように発注量をコントロールし、更には検証する

ことで、物流効率化の取組みが可能との考えのもと、①低温センターにおける便波動平準化、

②低温センターにおける曜日波動平準化、③常温センターにおける発注リードタイム延長の取

組みを実施した。 

また、長距離輸送では、次世代輸配送システム「SULS」として、低温トレーラーを活用した

中継輸送を推進。SULS トレーラーの稼働状況（位置、温度、燃料等）はデジタルで把握する。 

 

 

 

 
 

その他の工夫として、専用センターの生産性は、１時間当たりの仕分け量で把握。配送では

積載率、車両の回転を KPIとしている。KPI の立て方として、まずコストを決める。コスト（セ
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ンターフィー）を決めるための要素として、車両のコスト、作業のコストがある。その他の KPI

として品質（誤仕分けや誤配防止）。顧客に対しても運営コストをオープンにし、受け取る利益

もオープンにする。 

実施効果としては、欠品・廃棄ロスが増加しない形で、配送車両の削減が可能となり、各施

策での削減台数は全体の 1～2％である。（下図参照） 

成功のポイントとして、物量要件に合わせたコストを提示し、またシフト変更により削減で

きる物流コストを提示したことにより、顧客に店舗のシフト変更が受け入れてもらいやすくな

ったことが挙げられる。 

 

 
 

 

 

  



14 

 

④デジタコ情報を活用した車両動態管理システム：traevo 

株式会社 traevo は、メーカーが異なる車載器（デジタコなど）から以下のような様々な車

両情報を収集し、荷主や運送事業者等に提供する車両動態管理プラットフォームを構築してい

る。2 つの API、即ち、①車載器からデータを収集するための API と②外部システムにデータ

を提供するための APIを通じて、既設の車載器から車両情報を自動的に取得できるため、新た

な設備投資を必要としないことが特徴である。 

＜収集する車両情報＞ 

・タイムスタンプ ・GPS位置情報  ・オドメーター（距離情報） 

・作業ステータス（出庫、帰庫、荷積、荷下し、待機、休憩、休息等） ・庫内温度など 

＜traevoのシステム構造＞ 

 
（出所）「持続可能な物流の実現に向けた検討会」第５回検討会（2023 年 1月）資料１－４ 

 

規格が異なる車載器間においてインターフェースを標準化し、車両の動態データの流通・利

活用を促進することで、物流現場のアナログ作業を削減したり、自社サプライチェーンで発生

している問題状況を可視化・把握できるようになった。 

＜traevoの導入効果＞ 

・報告・連絡業務の軽減 ・電話等による伝言ゲーム削減 

・拠点ごとの待機時間の把握 ・待機の多い拠点を可視化 

・荷役作業時間の長い納品先を把握 ・ドライバー労働時間の把握 

・協力会社の運送実績を把握 

（出所）（一社）運輸デジタルビジネス協議会「2024年問題法制化 直前セミナー ～物流革新緊急

パッケージが求める荷主の行動変容～」（2023 年 11月） traevo社プレゼン資料 

 

例えば、本プラットフォームを導入した大手飲料メーカーでは、物流パートナー企業を含む

物流車両の動態とドライバーの労働実態を把握し、改善につなげる取組を実施しており、自社

と物流パートナー企業において年間 6 万時間もの作業時間を削減することを目標としている。 
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⑤電子契約システム：インフォマート 

インフォマートでは、見積・契約・受発注・請求等の手続きのデジタル化を支援する BtoB電

子商取引プラットフォームを提供している。同社では、物流の労働生産性向上に必要な視点と

して、各種システムの導入、フィールドのデジタル化とともに手続きのデジタル化を挙げてお

り、物流業務に係る荷主、倉庫事業者、運送事業者・ドライバーそれぞれに対して、「BtoB プ

ラットフォーム」を通した支援・貢献が可能としている。 

中堅・中小企業でも利用しやすい電子契約システムの普及により、中小物流事業者や中業荷

主も含め、物流業務に係る契約や受発注に係る契約の電子化の進展が期待される。 

 

 
（出所）インフォマート社ウェブサイト（https://www.infomart.co.jp/logistics/） 
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⑥鉄道コンテナ輸送管理システム：JR 貨物 

JR 貨物は、鉄道コンテナ輸送管理システム「IT-FRENS&TRACE」を構築した。本システムは、

「IT-FRENSシステム」（予約システムの IT化）、TRACEシステム（駅構内のロケーション管理）、

ドライバーシステム（ドライバーの運行管理支援）で構成されている。 

JR 貨物および各利用運送事業者が個別にそれぞれの事業内容に沿ったシステムを構築して

おり、荷主等が直接「IT-FRENS&TRACE システム」を使用することは基本的に無い。 

実施効果として、「IT-FRENS&TRACE システム」により、コンテナ輸送の予約業務、コンテナ

の所在管理、駅構内の作業に関わる情報の一元管理、ユーザーへの情報提供ならびに作業の効

率化を実現している。 

課題として、荷主は利用運送事業者から情報取得できる場合があるが、現状、荷主にシステ

ムを使用して直接の情報提供が出来ている状況では無いことが挙げられている。また、貨物列

車の所在などに関する基礎データは持っているが、列車遅延時の到着予定時間の予測が難しい

ことが示されている。 

＜JR 貨物の「IT-FRENS＆TRACE」＞ 
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⑦GTFS を用いた情報提供：津軽海峡フェリー 

津軽海峡フェリーは、GTFS（General Transit Feed Specification）を用いてダイヤ、料金

（シーズン運賃制で、シーズンごとに更新）、航海時間を Google Mapに登録している。 

本取組の経緯としては、2019 年に道南エリアにおける二次交通利便性向上実行実務者会議

が開催され、2020 年に実証実験において、Google Map を使ってバス会社や船の乗車券を購入

できる Web サイト（Dohna）を作る取組みから始まった。1か月間で多くの利用があり、効果が

認められたことで、各社が GTFS の重要性を認識し、インバウンド強化を目的として、北海道

渡島総合振興局による道南地域の二次交通の接続を強化する取組みに繋がり、そこで GTFS を

用いた情報提供の仕組みを作り上げ、現在に至っている。このため、実証実験の段階で作られ

たフェリー用のフォーマットが元になっている。 

GTFS の作成作業は、上記フォーマットを用いて Excel データに必要事項を入力し GTFS デー

タが生成される。アップデート作業は Google の専用サイトに情報を提供すると 1 週間程度で

反映される。 

課題として、リアルタイム情報、欠航情報の更新が可能であるものの、人員を割く必要があ

る仕事であり、現状はマンパワーが足りておらず、対応できていないことを挙げている。 

今後の展望として、モーダルシフトに関心を持つ荷主に対し、情報をさらにオープン化して

提供することで、閑散便への誘致や、冬場は道路が凍結の可能性の観点から、利便性が上がる

としている。一方で、現時点でトラックの予約がインターネット化されていないことを留意点

として挙げている。 
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（２）見える化 
①貨物輸送のトラッキング情報の提供：米国 project44 

project44 は、米国に本社を置くスタートアップで、海上・航空・陸上輸送の輸送会社毎に

異なる輸送ステータスの定義を標準化した上で、リアルタイムの輸送ステータス情報を集約し、

荷主および物流企業向けに、可視化したプラットフォームを提供している。 

海上・航空輸送のステータス情報は、世界各国の主要輸送会社に対応しており、北米と欧州

の全域においては陸上輸送（トラック・鉄道など）のステータス情報も集約するなど、あらゆ

る輸送のステータス情報をボーダレスに提供している。海上輸送では世界のコンテナ貨物の

96％をカバーし、170か国以上、16言語に対応している。 

project44 では、これらの輸送ステータス情報を TMS（輸送管理システム）、OMS（受注管理

システム）、WMS（倉庫管理システム）、ERP（基幹システム）、CRM（顧客関係管理システム）等

の各種システムと APIを介して統合することができる。 

また、輸送ステータス情報の提供に加え、AIによって精度の高い ETA（Estimated Time of 

Arrival：到着予測時刻）を提供したり、CO2排出量を可視化するなど各種レポート・分析結果

を提供したりするサービスを提供している。 

このようなシームレスなトラッキング情報サービスの普及により、物流の見える化の進展が

期待される。 

＜project44 が提供するサービス「Movement」の概念図＞ 

 

（出所）project44社ウェブサイト 
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②物流 MaaSプロジェクト：経済産業省 

物流の可視化・共有化に向けては、民間のみならず、政府においても取組が進んでおり、こ

こでは、物流 MaaS（Mobility as a Service）プロジェクトを紹介する。 

「物流 MaaS 勉強会とりまとめ」（2020 年４月経済産業省）に基づき、2020 年度より取組が

始まっている。具体的には、幹線輸送・結節点・支線配送という３つの視点から以下のような

テーマを設定し検討が行われている。 

  【幹線輸送】 ⇒ テーマ１「トラックデータ連携の仕組み確立」 

  【結 節 点】 ⇒ テーマ２「見える化・自動荷役等による輸配送効率化」 

  【支線配送】 ⇒ テーマ３「電動商用車の活用・エネルギーマネジメントの検証」 

 

テーマ１「トラックデータ連携の仕組み確立」においては、複数 OEMのトラックデータ標準

化・利活用・連携の仕組みの実現を目指している。2020～22年度の 3年間の取組を通じてトラ

ックデータ連携の仕組み確立に向けた体制/ロードマップを策定し（2021年度）、そのロードマ

ップに基づき、トラックデータ連携時の標準 APIガイドライン 0.1（骨子）を 2022年度に策定

している。また、日本自動車工業会大型車技術部会との連携体制を構築し、自工会において欧

州動向を踏まえた標準コネクタ仕様に関する検討が行われた（2021年度）。 

2023 年度については、トラックデータ連携の実現に向け、安全・安心に係るユースケースや

自動化・電動化に係る他事業（RoAD to the L4 やグリーンイノベーション基金等）と連携した

データ標準化を進めるとともに、2022年度に骨子を策定した「標準 APIガイドライン」の詳細

策定を進めている。 

テーマ２「見える化・自動荷役等による輸配送効率化」は、架装・積荷情報連携による輸送

貨物の可視化、荷主マッチングの為の情報連携、自動荷役の実現を目指している。2020～22年

度においては、対象とする架装設備・荷役（フォークリフト等）を変えながら、センサー等を

通じた挙動監視による架装・積荷情報の取得方法を確立した。また、自動荷役を実現するため

の要素技術に関しては、パレットレベルの自動荷役（自動フォークリフト等）や連結トラック

の実証を実施し、実装に向けた課題を抽出している（2021・22年度）。 

2023 年度は、自動荷役や共同輸送の実装を目指し、架装・積荷情報の取得方法・取得情報の

高度化、荷役自動化の技術実証範囲の拡大、データ連携の実現に向けた必要情報の整理及び連

携基盤の構築に取り組んでいる。 

テーマ３「電動商用車の活用・エネルギーマネジメントの検証」では、2020・21年度に、支

線配送業務の電動化に向けて、現場ニーズに応じた車両仕様の検討と運行実証を実施するとと

もに、EVバスの運行実証を行い、運行管理とエネマネを両立するためのシステムの有効性や必

要な機能等を検証した。また、地域内運送サービスにおいて、複数事業者（運送事業者やメン

テナンス事業者等）による車両の共同管理・運行実証を行い、制度面を含めた課題を抽出して

いる（2021年度）。 

なお、2022年度からは、グリーンイノベーション基金事業の「スマートモビリティ社会の構

築」において検討が継承されている。 
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＜2023 年度以降のスケジュール＞ 

 

 

トラックデータの連携・標準化に向けては、「標準 API ガイドライン」の認知度向上・普及

が課題となっている。また、物流事業者・OEM の双方にメリットがあるユースケースを取り上

げ、必要なデータを標準化していくことが求められている。 
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③シェアリング型寄託倉庫サービス：米国 FLEXE 

米国では FLEXE（フレクゼ）や Flowspace（フロースペース）といったシェアリング型の寄託

倉庫サービスが普及している。Flexeは 2013年に設立されたスタートアップ企業であり、倉庫

の空きスペースや作業人員を探している荷主企業と、倉庫を保有し、空きスペースを有効活用

したい物流事業者等をオンデマンドでマッチングさせるサービスを提供している。また、同社

では、倉庫スペースの提供に加え、倉庫での物流センター業務や倉庫からの配送サービスを提

供しており、これらすべてのサービスを一つの情報プラットフォーム上で管理できるようにな

っている。 

日本では三菱商事が FLEXE と資本業務提携を結び、2021 年 5 月よりシェアリング倉庫サー

ビス「WareX（ウェアエックス）」の提供を開始した。2022年 7月からは、三菱商事のほか、東

京大学協創プラットフォーム開発、プロロジス、三井不動産、三菱地所等が出資する Gaussy

（ガウシー）が事業譲渡を受け、サービスを提供している。WareX は、価格・場所などの条件

を踏まえた倉庫検索から入出荷の進捗までチームで一元管理できるシェアリング倉庫サービ

スであり、同社では見積もり不要・従量課金・設備や人の手配不要・入出荷管理・チームでの

一元管理という、5つの特徴で顧客の倉庫利用をサポートするとしている。 

日本では、このほか souco（株式会社 souco）、ロジザード ZERO（株式会社モノフル）、ユア

ロジ（株式会社シーアールイー）、ロジセレクト（押入れ産業株式会社）等のシェアリング倉庫

サービスが提供されている。 

このように倉庫においてもシェアリングサービスが普及することで、物流資産の有効活用が

期待される。 

 

（出所）「2020年代の総合物流施策大綱に関する検討会」第４回（2020.10）における「物流業界に

おけるシェアリングの現状と今後について」（三菱商事株式会社物流開発部櫻井氏） 
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④ワンストップ・ナビ：日本通運 

日本通運では、発着地・個数・重量等の情報を入力するだけで、利用可能な輸送モードを瞬

時に検索・比較できるサービス「ワンストップ・ナビ」を提供している。入力画面から集貨先

住所、配達先住所、貨物内容（総重量、総容積、総個数、内訳）、温度帯、輸送手段、日時等を

入力すると、運賃・料金やリードタイム、CO2排出量の選択肢が出力され、これらの条件による

並べ替えが可能であることから、利用者の優先順位に応じて適切な輸送手段を選択できるよう

になっている。同社が提供し、利用可能な輸送手段は以下のとおりである。 

 自動車輸送：アロー便、貸切輸送（2t、4t、10t、12t） 

 国内航空輸送：EXハイスピード便 

 鉄道輸送：6ft2tコンテナ、12ft5tコンテナ、31ft10tコンテナ 

 国内海上輸送：12ft5tコンテナ、13mトレーラー、20ft16tコンテナ 

 Sea&Rail：12ft5tコンテナ ※国内海上輸送と鉄道輸送による複合輸送 

 

こうしたサービスを通じて、輸送手段間の情報面でのシームレス化を進めていくことで、将

来的な物流 MaaSの実現の基盤となることが期待される。 

＜ワンストップ・ナビの入力画面＞ 

 

（出所）日本通運ウェブサイト 

（https://www.nittsu.co.jp/logistics_solution/it/onestop-navi/） 
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⑤配送時の CO2排出量を追跡できるツールの提供：米国 FedEx 

米国宅配大手 FedExは 2023 年 5月より、荷主がネットワークからのスキャンデータに基づ

き、個々の荷物の追跡番号とユーザーアカウントの両方のレベルで貨物の推定 CO2排出量（カ

ーボンフットプリント）を追跡・把握できる新ツール「FedEx サステナビリティ・インサイト」

を提供している。 

新ツールでは、API を通じて過去の CO2 排出量データと予測排出量データを自社のシステム

に転送でき、荷主は配送による CO2排出量の評価と管理、配送履歴の確認による配送パターン

と環境への影響の把握、カスタマイズしたレポートの作成が可能となる。 

このような BtoC 分野も含めた物流のトレーサビリティの取組を通じて CO2 排出量の見える

化が進むことが、物流の環境負荷軽減に向けた意識醸成に寄与するものと考えられる。 

＜サステナビリティ・インサイト＞ 

  
（出所）FedEx社ウェブサイト 

https://www.fedex.com/ja-jp/about/sustainability/carbon-footprint-insights.html 
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（３）共有化・オープン化 
①サプライチェーン全体を通じた商品・情報等取引の効率化・改善（CPFR）：米国 VICS 

VICS（Voluntary Interindustry Commerce Solutions Association)は、米国の流通業者団

体であり、現在は GS1 US に統合されている。VICS は、CPFR 標準を含む VICS 標準の策定・運

用してきた。 

CPFR（Collaborative Planning Forecasting and Replenishment：需要予測と在庫補充のた

めの共同事業）とは、サプライチェーン全体を最適化することを目指して、小売業者や卸売業

者、メーカーが共同で商品の販売計画・需要予測・在庫補充をすり合わせる手法であり、VICS

が具体的な取引ルールなどを策定して標準化したものである。具体的には、小売業者や卸売業

者、メーカーが個別に作成した需要予測データを突き合わせ、その差が一定の閾値を超えると、

各社が相互協力のもとで見直しや再計算を行い、ズレを修正する。 

日経 XTECHによると、米国では、すでにウォルマート・ストアーズやプロクター・アンド・

ギャンブル（P&G）、ナビスコなどが CPFR を導入した実績があり、国内企業でもアスクルとそ

のサプライヤなどのように、流通業と製造業が協調して CPFR に取り組んでいる例がある。ま

た、イオングループでは、トップバリュ・ブランドの商品群を拡販するために、2004年からを

実施している。 

＜VICS CPFR モデル＞ 

 
（出所）「Retail Event Collaboration Business Process Guide」（2004 年 5月 6日） 

https://www.gs1us.org/content/dam/gs1us/documents/industries-insights/by-

industry/apparel-general-merchandise/vics/Guideline-Retail-Event-Collaboration-

Business-Process-Guide.pdf 
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②サプライチェーン全体の輸送関連情報リアルタイム可視化：ヤマト運輸、Wismettacフーズ 

Wismettac フーズとヤマト運輸は、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）において、

国内外で流通する荷物の位置情報や温度推移などの輸送関連情報をリアルタイムに可視化す

る「トレーサビリティプラットフォーム」を活用した、農産品を輸出する実証実験を実施した。 

両社は 2021 年 7 月から、農産品の位置情報や温度推移、輸送中の衝撃などをリアルタイム

に測定し、品質を管理しながら輸送する、食品トレーサビリティ規則に対応した実証実験を実

施してきており、2023年 3月の実証実験では、日本から米国・シンガポール・香港・タイ・台

湾に、高品質なメロン、サツマイモ、イチゴ、リンゴなどをマルチモーダル輸送（陸・海・空）

し、リアルタイムに輸送中の温度や衝撃、位置情報などの関連情報を可視化・把握することで、

温度などによる農産品の変色の未然防止や、食べ頃を考慮した輸送経路や時期の調整など、新

たな付加価値を提供することが実証されたとしている。 

＜トレーサビリティプラットフォーム」を活用した農産品輸出実証実験のフロー＞ 

 

（出所）ヤマトホールディングスウェブサイト 

（https://www.yamato-hd.co.jp/news/2022/newsrelease_20230330_1.html） 
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③共同輸送プラットフォームによる幹線輸送・中継輸送の効率化：NEXT Logistics Japan  

長距離輸送の深刻化を睨み、トラックの ICT化により可能となるデータ収集・解析を活用し、

異業種幹線共同輸送のプラットフォームを構築・提供している。 

日野自動車が中心となり設立された実施主体がプラットフォームを提供し、外部と一緒に運

行を実施している。主な参加企業は、食品・飲料、タイヤ、製紙等のメーカー、ホームセンタ

ー等の荷主や、物流事業者各社となっている。 

具体的な輸送形態としては、ダブル連結トラック 11 台による幹線共同便を定時運行（関東

～中部～関西）している。異業種の荷主が参画することで、多様な品目・温度帯の混載を実現

している。 

デジタル技術の活用内容として、量子コンピュータによる自動割り付け・積付けシステム「Ｎ

ｅＬＯＳＳ（ネロス）」により、荷物の情報、混載、荷室、運行計画、荷姿などを変数として計

算し、組み合わせとして最適化している。これにより計算時間を約２時間⇒40 秒に短縮してい

る。今後はオープン化、またバージョンアップも予定している。 

実態把握については、トラック荷室内の３D センサーで容積ベース、ECU データで重量ベー

スの積載率の把握を可能としている。 

 

 
 

（出所）NEXT Logistics Japan社資料 

 

   

中部方面より到着したダブル連結トラック   連結部分拡大    トラック荷室内の３D センサー 

（出所）NEXT Logistics Japan相模原センターにおいて JTTRI 撮影（2024.5） 
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その他の工夫として、荷姿の標準化（パレットサイズ・高さで９つに集約）、タイミングの調

整、全高 4.1ｍダブル連結トラック、トラック事業者間の相互利用（ドライバー相互乗入）等

を行っている。 

実施効果として、複合積載率平均 65％、最大 89％（参考：トラック全体の積載効率 39％）

を実現している。 

成功のポイントとして、自動車メーカーが主導することで荷主間、物流事業者間の利害調整

が円滑に進んだ面があるとされる。一方、課題として、運ぶ荷物の量を平準化するために、リ

ードタイムの調整や、幹線輸送の時間に合わせて荷物を持ち込んでいただくなど、荷主の皆様

のご協力も必要としている。 

今後の展望として、NeLOSSのオープン化を進めるとともに、輸送生産性のさらなる向上へ向

けた仕組み・枠組み作り、本事業に参画いただく企業の募集も企図している。 

 

  

 

（出所）NEXT Logistics Japan社資料 
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④モーダルシフト船の運航情報等一括情報検索システム：国土交通省 

国土交通省では、2017年に設置した海運モーダルシフト推進協議会において、モーダルシフ

ト船の運航情報等一括情報検索システムの構築をテーマの一つとして検討を行った。同協議会

の下、モーダルシフト船の運航情報等一括情報検索システム構築ＷＧが設置され、ＲＯＲＯ船・

コンテナ船・フェリーに係る航路・ダイヤ・運賃・空き状況等の情報を集約し、利用運送事業

者や荷主企業等が利用できる情報検索システム構築に向けた具体的な検討や実証実験が行わ

れた。 

その後の大きな進展は見られないが、モーダルシフト推進の観点から、荷主や運送事業者等

に分かりやすい形で船舶の運航情報等を提供していくことが期待される。 

＜モーダルシフト船の運航情報等一括情報検索システムの概要＞ 

 
（出所）国土交通省ウェブサイト（https://www.mlit.go.jp/common/001213356.pdf） 
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⑤休憩施設混雑情報板：NEXCO 各社 

NEXCO 各社では、ゴールデンウィークなど行楽シーズンや週末には休憩施設(サービスエリ

ア：SA・パーキングエリア：PA)においても混雑が発生することから、一部の休憩施設につい

て、混雑状況を知らせる「休憩施設混雑情報板」を高速道路上に設置している。この情報板に

より、ドライバーは、これから向かおうとしている休憩施設の駐車場の現在状況(空有・混雑・

満車)を高速道路走行中に入手することができる。 

円滑な中継輸送の実現や、ドライバーの計画的な休息時間の確保の観点から、こうした取組

を全国規模に拡大し、ドライバーが事前に必要な情報を得られるようにしていくことが期待さ

れる。 

＜休憩施設混雑情報板が設置されている東日本エリアの SA・PA＞ 

東北自動車道 蓮田 SA、羽生 PA 上り方面、下り方面に設置 

関越自動車道 三芳 PA、高坂 SA、嵐山 SA 上り方面、下り方面に設置 

東京外環自動車道 新倉 PA 内回り、外回りに設置 

東京湾アクアライン 海ほたる PA 上り方面、下り方面に設置 

（出所）NEXCO 東日本「ドラぷら」（https://www.driveplaza.com/traffic/roadinfo/rest_area/） 
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⑥公共交通オープンデータ協議会に参画する交通事業者のデータの提供：公共交通オープンデー

タセンター 

公共交通オープンデータ協議会は、公共交通に関する「オープンデータ」（アクセスするため

の API などを公開し、ネットワーク経由で他の組織のシステムから利用可能にしたデータ）を

核とし、先進的な次世代公共交通情報サービスの構築、およびその標準プラットフォームの研

究開発、公共交通政策提言を実施することを目的として、公共交通事業者、ICT 事業者が中心

となり、産官学連携の協議会として設立された。本協議会の実施内容は以下のとおりである。 

• 公共交通関連データをワンストップで提供する、公共交通オープンデータセンターの運用 

 鉄道、バス、航空関連のさまざまなデータ（時刻表、列車位置情報など）の提供 

 駅等の構内図・施設情報の提供 

• 「東京公共交通オープンデータチャレンジ」の開催 

• 身体障碍者や外国人など、多様な利用者への情報提供方式の研究開発 

• 交通ターミナルにおける ucode BLEマーカー等を活用した屋内測位インフラの標準化・普

及 

• MaaS 時代を見据えた、鉄道・バス・航空機・タクシー間の情報連携の実現や政策提言 

 

公共交通オープンデータセンターは、2020東京オリンピック・パラリンピックにおける東京

でのスムーズな移動に貢献するために、2019年度より運用を開始した。公共交通オープンデー

タセンターでは、協議会に参画する交通事業者から提供されるデータを、一般開発者や ICT ベ

ンダーを含むサービス開発者にワンストップで提供する。データ提供内容は以下のとおり。 

• 鉄道・バス・航空・旅客船事業者のデータを、リアルタイムデータ等も含め広くサポート 

• 事前処理（クレンジング）を行ったデータを、REST API を通じて共通の JSON形式で提供 

• バスや旅客船のデータを中心に、GTFS 形式でのデータ提供も行う。 

現時点で公開されている公共交通データは 189件であり、内訳はバス 95件、鉄道 57件、フ

ェリー26件、航空 7件、バイクシェア 3件などとなっている。 

物流分野においてもこのようにオープンデータの提供を推進していくことが期待される。 

＜公共交通オープンデータセンターのイメージ＞ 

 
（出所）公共交通オープンデータ協議会ウェブサイト（https://www.odpt.org/overview/） 

https://www.odpt.org/overview/
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⑦米国・欧州における港湾等各輸送モードのデータ共有化・オープン化の取組 

米国では、港湾、鉄道、ターミナルなど幅広く利用される物流施設を中心に、データの共有

化・オープン化が進展している。 

例えば、米国で最もコンテナの取扱量が多い港であるロサンゼルス港では、Port Optimaizer 

と呼ばれる独自の情報共有プラットフォームがあり、コンテナ貨物のステータス情報（船舶追

跡、荷下ろしと積込みの作業状況、積み替えられたトラックや鉄道の追跡）などを、各システ

ムから自動収集し、このプラットフォーム上で、リアルタイムに可視化することで事前調整業

務の効率化を図るシステムとして活用されている。また、最大で港に到着する 14 日前からス

テータス情報を取得することが可能となり、最終目的地までの推定到着日を機械学習により予

測することができる。さらに、ロサンゼルス港湾局では、この仕組みによって得られる情報（停

泊中のコンテナ船数、ヤード内のコンテナ滞留時間、予想されるコンテナ到着量等）をホーム

ページ上で日々更新して公開している（SIGNAL）。システム利用者は、コンテナの蔵置場所やタ

ーミナルからの搬出可否情報、待機時間などを各ターミナルのシステムにそれぞれアクセスす

ることなく、一カ所で把握することが可能である。 

また、ロサンゼルス港と隣接するロングビーチ港においても、2021年にセントルイスに本拠

地を置く大手テクノロジー企業 UNCOMN と提携して、貨物の位置情報を可視化、追跡できるデ

ジタルソリューションとして、「Supply Chain Information Highway」の構築に向けて動いて

いる。現在はまだ試験段階であるが、他港との相互運用を目指し、オークランド港、ノースウ

エスト・シーポート・アライアンス（シアトル港、タコマ港）、ユタ内陸港湾局、ニューヨーク

港、ニュージャージー港、マイアミ港、サウスカロライナ港湾局、ヒューニーメ港がプロジェ

クトへの参加を表明している。 

 

（出所）ロサンゼルス港湾局提供資料より（JTTRI による現地調査にて入手） 
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（出所）ロサンゼルス港湾局ホームページ「SIGNAL」 

 

一方、欧州の港湾におけるデータ共有化の取組についてみると、ロッテルダム港の Hutchison 

Ports ECT Rotterdamでは、新しいプラットフォームである「MyTerminal」を開発し、２０２

０年６月に運用を開始した。港湾を利用するターミナルオペレーターやフォワーダー等であれ

ば登録できるシステムで、保有するコンテナが今どんな状態で、ピックアップできるのか等の

ステータス情報をリアルタイムで把握可能となる。 

  

＜システム画面（ロッテルダム港）＞ 

 
（出所）NXオランダ提供資料より（JTTRIによる欧州現地調査にて入手） 
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（４）データ活用 
①物流条件に応じたメニュープライシング活用による持続可能な物流の推進：ユニリーバ 

2024 年問題と物流危機に伴い、サステナブルな物流への移行が急務。物流効率化のインセン

ティブとして物流サービスの「メニュープライシング」を導入した。 

基準となる物流サービスの水準と、サービスの高低を決めることで、荷主間の物流サービス

の明確化、それによる費用の提示を行う。 

デジタル技術の活用に関して、メニュープライシングには「伝票引き」と「アナログ後払い」

の２つの仕組みがあり、「伝票引き」は受注処理の段階で受注管理システム（SAP）でインセン

ティブを計算し、販売先の仕入伝票が立つ際に自動的に値引きが入る。パレット発注、面発注、

早期発注、定期・定量発注、ASN、発注の EDI 化に対応。一方、「アナログ後払い」は一定期間

の実績を事後に精算。納品回数、納品曜日固定、引き取り便、中継ラウンドのトレーラー、新

製品の早期取り纏め、新規取り組み条件（サステナビリティ推進条件）に対応。いずれも、物

流効率化に係る基準に基づき、インセンティブ（値引き）や手数料を設定している。 

＜メニュープライシングの取り組み内容＞ 

 

 

 
 

取組の経緯としては、2000 年代に１車満載にするとインセンティブを返すことから着手し、

2016 年頃からの欠車・欠品発生時、2019年の「自主行動宣言」後にステップアップした。大手
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卸（着荷主）と連携して具体的な内容を調整後、物流事業者へ変更内容を示しスモールトライ

アル後に開始した。 

実施効果として、①バラ発注から面発注、パレット発注への移行。②積載率上昇・納品回数

減。③早期発注率が高まり、作業効率が改善、加えて物流波動への事前対応が可能に。④D2納

品により、安定した庫内作業・配送マッチング（満載化、共同輸配送）・中継ラウンド輸送（ト

レーラー活用）への間口拡大。⑤CO2排出量を約 950 トン/年削減、といった点が挙げられてい

る。（下図参照） 

実施にあたって、「Top level、営業、財務部門アラインメント」として、物流危機対応、ホ

ワイト物流の推進という目的をハイレベルで合意した後、設定したインセンティブが実際の物

流効率化に寄与するのか、物流コスト削減と出資するインセンティブのバランスが妥当なのか

等をすり合わせたことが成功のポイントとして挙げられる。 

今後の展望として、付帯作業の抜本的削減策を進めたい。政策パッケージを踏まえた法令化

が期待されている。すでに受発注の EDI 化は 100％近いが、プラネットと協働で ASN の送受信

を進めているところであり、これが進むとその先に検品レス、伝票レスが見込めることから、

DX として最優先で進めていきたい重要課題とされている。 

＜メニュープライシングの効果＞ 
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②チルド販売物流における AI配車を活用した適正化モデルの実現：江崎グリコ等 

取り扱うチルド販売物流は、賞味期限・納品リードタイムが短く、納品条件が厳しい。また

得意先毎に提示される納品条件に合わせ、経験と勘による人力のルート設計が行われていた。

こうした状況を改善し、高積載・効率的な配送を実現するために本取組みを実施した。荷主で

ある江崎グリコ株式会社が実施主体となり、鴻池運輸株式会社、株式会社誠和、株式会社ゼン

リンデータコム、株式会社ライナロジクス、ダイセーエブリー二十四株式会社が参加している。 

取組の概要としては、納品条件が厳しく効率化が難しいチルド販売物流において、以前は人

間の経験と勘に頼って配送ルート最適化設計を行っていたが、AI 配車システムを導入し活用

することで改善を図った。得意先への納品条件の見直し、車両変更や附帯作業削減によるドラ

イバー作業負荷の軽減を合わせて実施することにより、AI の提示した適正モデルを参考に実

運行できる状態に整備し、CO2排出量の削減、車両台数削減、労働時間削減、積載率向上を実現

した。 

デジタル技術の活用内容として、以下の２点が挙げられる。 

1. AI による配送ルート最適化モデルを参考に、実運行できる状態に整備を行った。 

2. AI の導入によって、短時間でのルート設計、一定の条件下での最適化、継続的な改善

のためのデータの蓄積などが可能となった。 

 

（出所）令和 4年度物流パートナーシップ優良事業概要 

 

その他の工夫として、システム導入と現場の運用改善を合わせ、関係三者一体での協働効率

化実現した。AI活用による継続的な改善が可能で、チルド販売物流全体に波及することで今後

も大きな効果を期待できる。配送車両の適正化、ドライバー作業負荷軽減を行うことで、物流

事業者の労働環境改善にも寄与する。 

実施効果として、積載率は実施前の 52％から実施後は 71％に向上した。 

成功のポイントとしては、AI導入のみならず最適モデル実現のため、得意先と納品条件見直

しを交渉することで業務の継続性、実効性を高めることに成功したことが挙げられている。 

今後の展望として、チルド販売物流全体に波及することで、さらに大きな効果が期待されて

いる。 
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③パレット管理システム：東計電算 

パレットは荷役の効率化に大きく貢献する物流機器である一方、輸送を通じて広範囲に流通

することから、その確実かつ効率的な管理が必要となる。東計電算が提供するパレット管理シ

ステム「PACSPLUS」はパレットの管理をはじめ、社内のあらゆる物品を個体別に貸出返却管理

できるクラウドサービスで、グローバルに提供されている。 

特徴としては、複数一括・長距離読み取りが特徴のカメレオンコードを実装していることで

あり、スマホカメラで高速読取り（１秒たらず）、最大 100 個の同時スキャン、長距離スキャ

ン（３～５ｍ）が可能となっている。 

基本的なパレットの貸出返却管理に加えて、滞留在庫や紛失在庫を削減するための分析機能

を実装しており、「貸出返却」「回収」「紛失防止分析」の業務を一気通貫で管理できる。また、

BI 分析ダッシュボードにより、在庫全体数量、品目別グループ別の在庫状況の確認や、返却予

測数値による最適な在庫管理・生産計画の立案、輸送が滞留している貸出先の把握による紛失

リスクのある拠点の把握等が可能である。 

＜カメレオンコードの特徴を活かしたパレット管理システム機能＞ 

 

（出所）東計電算ウェブサイト（https://www.toukei.co.jp/wp/?page_id=982） 

 

  



37 

 

④ラストワンマイル配送のマッチングシステム：Pick Go（CB Cloud） 

PickGo（ピックゴー）は CB Cloudが提供し、軽貨物配送プラットフォーム「軽 town」を母

体とするラストマイル配送のマッチングプラットフォームである。軽貨物パートナー数は

50,000 名以上（2023 年 4 月時点）で、配送マッチング率 99.2%、依頼からエントリーまで 56

秒と、高確率・短時間でのマッチングを実現している。 

大別して軽貨物車、小型〜大型トラックによる「チャーター便」と「宅配」の２つの配送マ

ッチングサービスを提供している。宅配サービスでは、配送コストの最適化、物流波動への対

応、多様な受け取りニーズへの対応を特徴として掲げており、多くの EC 企業が利用者として

挙げられている。 

＜配送プラットフォーム「PickGo(ピックゴー)」＞ 

 

（出所）CBcloud 株式会社「ラストワンマイル配送における取り組みについて」（「持続可能な物流

の実現に向けた検討会」資料、2023 年 1月 17日） 
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⑤業界団体による物流事業者間のマッチングシステム：Webkit２（日貨協連） 

「WebKIT２」は、日本貨物運送協同組合連合会（日貨協連）が提供するトラック運送事業者

およびトラック運送事業協同組合向けの求荷求車情報システムである。インターネットの普及

以前から、求荷求車情報システムを提供してきた実績を有する。 

「WebKIT２」はパソコンだけでなく、スマートフォンやタブレットなど端末を選ばす利用で

き、スマートフォン専用アプリの提供や地図上からの情報検索、メールや SNS との連携機能や

画像データの掲載、また、過去の実績や利用履歴等のデータを活用することで、情報と情報の

マッチングから会員と会員を結びつけ、配車担当者間の情報共有を図る等の機能を有する。 

 

（出所）日本貨物運送協同組合連合会 
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⑥ポイント活用による物流平準化【おトク指定便】：アスクル 

アスクルが提供する EC サイト「LOHACO」では、急がない荷物はゆっくりお届け日指定で届

ける「おトク指定便」を提供している。月 3 回（5 のつく日ごとの注文締め）の配送サイクル

とすることで、配送量を平準化し、配送効率を高めることに寄与している。 

「おトク指定便」の利用者には PayPay ポイントを付与しており、お届け日によって付与さ

れるポイントが変わることで、利用のインセンティブとしている。 

消費者向けの物流条件によるメニュープライシングとして、一般に有料による速達サービス

はあるものの、リードタイムを長く取る方向での取組として先駆的なものと言える。 

＜おトク指定便の選択画面のイメージ＞ 

 

（出所）LOHACO ウェブサイト（https://lohaco.yahoo.co.jp/special/event/delivery_point/） 
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⑦ETC2.0 駐車場予約システム社会実験：NEXCO中日本・東日本  

NEXCO 中日本は、2021年 10 月、新名神高速道路の土山 SA（予約駐車マス）でダブル連結ト

ラックの駐車場予約システムの実証実験を開始した。利用にはモニター登録した上で、事前に

予約し、駐車時には自動料金収受システム「ETC2.0」を活用して予約車両を判別する。ダブル

連結トラックは車体が長大であることから、SA や PA などで駐車スペースを確保しにくいとい

うデメリットもあるため、ダブル連結トラックが容易に駐車できる効果的な方法を探ることを

目的として実証実験が行われた。 

NEXCO 中日本は、2022年 12月から、豊橋 PA（下り）、足柄 SA（上り）、静岡 SA（上下）の各

予約駐車マスや、浜松いなさ IC 路外駐車マスにおいても、ダブル連結トラックや大型トラッ

クを対象とした同様の社会実験を実施している。豊橋 PA 以外は当面、無料実験とし、今後の

運用状況を見ながら有料実験も検討するとしている。 

NEXCO 東日本でも、2024年 3 月から那須高原 SA（上り）において ETC2.0 搭載のダブル連結

トラックを対象とした駐車場予約システムの実証実験を開始している。 

休憩施設と同様、円滑な中継輸送の実現や、ドライバーの計画的な休息時間の確保の観点か

ら、こうした取組を全国規模に拡大し、ドライバーが事前に必要な情報を得られるようにして

いくことが期待される。 

＜豊橋 PA における ETC2.0 駐車場予約システム社会実験＞ 

 
（出所）NEXCO 中日本「ドライバーズサイト」（https://www.c-nexco.co.jp/activity/parking-

reserve/） 
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⑧物流ネットワークを考慮した物流拠点等のインフラ整備計画手法：日本工営 

開発途上国では、港湾の狭さ、激しい渋滞、非効率な輸送方法といった物流効率の悪さが経

済成長の阻害要因となっている。中でも国際港湾は物流の要であることから、各国政府は、既

存港湾を補完する新規港湾を建設してきたが、貨物シフトに失敗する事例が後を絶たない。 

新しい港湾を整備する際には、増加および変化する物流量に合わせて、渋滞対策や内陸輸送

の最適化を行うとともに、後背地の利用方法なども含め、総合的かつ将来を見据えた物流計画

を行うことで、ロスを大きく減少させることが可能である。こうしたことから、日本工営では、

広い視野による総合的な計画から、その国や地域が持つ本来の成長力を実現するための計画立

案を行なっている。 

具体例として、バングラデシュにおける港湾計画のシミュレーションが挙げられる。バング

ラデシュ南東部のチッタゴン港は、同国の 90%以上の国際貨物を取り扱っているが、コンテナ

取扱量は港湾容量を上回っており、道路は慢性的な渋滞で、朝夕は特に激化する。現在、チッ

タゴン港を補完する港湾としてマタバリ港の建設が進められているが、マタバリ港への貨物シ

フトが行われ、バングラデシュの物流の効率化を図るための物流インフラ整備について、鉄道

の延伸等の物流インフラ整備に加え、鉄道や内陸水運のサイズや頻度も変更することで、どの

ように効率化できるかについて、何パターンもシミュレーションを行っている。 

日本においても高速道路 IC 付近での物流拠点の立地に際して、一層の物流効率化に向けて

計画的な配置・立地誘導を行うことが期待される。 

＜物流事業と物流計画における予測ツールの活用イメージ＞ 

 
（出所）ID&Eホールディングスウェブサイト 

（https://www.id-and-e-hd.co.jp/performance/logistics/） 
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（５）自動化 
①自動倉庫の取組：米国 Ryder社 

Locus Robotics（自律移動型ロボット）を導入することで、過去の実績データの蓄積により

出荷頻度が高い商品を特定し、保管場所の最適化を実現している。最適な人員配置や Locus 

Roboticの稼働数なども同時に導き出すことが可能となる。 

また、多言語表示に対応した直感的で使いやすいユーザーインターフェースを搭載すること

で、作業初心者でも短時間で作業内容を習得することができる。 

Locus Roboticsは、バッテリー残量が少なくなると、自動的に所定の充電ポートに移動し、

自ら充電を行うことができる。またこの情報は、全ての Locus Robotics 間で共有しており、

充電ポートの空き情報からどの Locus Robotics を優先して充電すべきかを自ら判断して動く

ことも可能である。 

   
稼働中の Locus Robotics  稼働状況モニター（緑：稼働中 紫：指示待ち）     充電中の Locus Robotics 

（出所）米国現地調査にて JTTRI 撮影（2023.6） 

 

②最適在庫システムの取組：米国 Vailzant社 

リアルタイムで倉庫キャパシティおよび AI による機械学習(ML)により製品の特徴、場所、

季節、その他の変数から需要を予測し、正確な在庫量を割り出すことを実現している。 

最適な在庫レベルを設定することで、在庫移動の遅延と需要の混乱を予測し、顧客がネット

ワーク全体のデータを迅速に収集し、需要の変化に即座に対応することが可能となっている。 

 

＜Valizantシステムによる在庫分析（Network Inventory Profile）＞ 

   
（出所）Valizant社ウェブサイト（https://valizant.com/solutions/） 
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③自動運転フォークリフトによる荷下ろし/荷積み：NEXT Logistics Japan 

NEXT Logistics Japan社は、将来の物流結節点における作業の自動化に向け、2023 年 7月

より自動荷役の実装を開始している。令和 3 年度より経済産業省による「物流 MaaS の実現に

向けた研究開発・実証事業」実施団体として選出され、実証を行ってきた経験を生かし、自動

運転フォークリフトと自律走行搬送ロボットを用い、一部支線のトラックからの荷下ろしを実

運行の中で実施するものである。自動化されている荷役作業は以下のとおりである。 

・相模原センターに日々入庫する一部支線便トラックからの荷下ろし 

・トラックの両側からの同時荷役 

同社では、今後実施する取り組みとして、(1)トラックへの荷積み、(2)荷積み/荷下ろし時間

の短縮、(3)同一荷室内における異種混載パレットの荷役を予定している。 

 

 

 
（出所）NEXT Logistics Japanプレス資料（2023年 8月 21日） 
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④需要予測と在庫状況に応じたプロモーションによる物流最適化：米国 Amazon 

米国 Amazonでは、アマゾンウェブサービス（AWS）において、機械学習をベースにした時系

列予測サービス「Amazon Forecast」を提供している。小売業の物流最適化に関する活用事例

として、インド大手食品小売業者である More Retail社（MRL）では、AIアナリティクス領域

のパートナーである Ganit社と協業し、より正確な需要予測とそれを自動発注に繋げるシステ

ムを構築しており、Amazon Forecastを使用することで予測精度は 24％から 76％に向上し、生

鮮食品カテゴリでの無駄を最大 30％削減、在庫率を 80％から 90％に、粗利益を 25％に改善す

ることに成功したとしている。 

また、小売業界の物流課題を解決するために参考になるソリューションガイダンスとして

「Guidance for Supply Chain Control Tower Visibility on AWS」を提供している。これま

での経緯から、各社には複数のシステムが存在し、各システム間の連携はそれぞれ異なるデー

タ連携方式やインターフェースで構成されているケースが多いことから、下図のフロー１～４

において、各種データを共通のインターフェースでアクセス可能な形に変換した上で、フロー

５～７において上述した機械学習を活用した需要予測等を行っている。また、フロー８では BI

ツール等を用いてデータを可視化している。 

 

（出所）AMAZON(AWS)ウェブサイト 

https://d2908q01vomqb2.cloudfront.net/b3f0c7f6bb763af1be91d9e74eabfeb199dc1f1f/

2023/01/09/fig5.png  
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⑤月額制倉庫ロボットサービス：Roboware 

Robowareは倉庫ロボットのサブスクリプション（月額制）サービスであり、シェアリング倉

庫サービス「Ware X」を運営する三菱商事系の Gaussyが提供している。 

対象となるロボットは、搬送、格納・保管、ピッキング、仕分けといった作業工程に応じて、

自立型ナビゲーションロボット、棚搬送型ロボット、ケース搬送型ロボット、Goods to Person

ロボット、立体型順立てロボット、立体型仕分けロボットが用意されている。 

料金プランについては、例えば、立体型仕分けロボット「オムニソーター」の場合、ソフト

ウェア・運用保守費込みのレンタルプラン月額料金は 105万円（他に導入費用として電源・ネ

ットワーク、設備・備品、初期テスト・支援、システム導入費）となっている。レンタルのほ

か、購入プランも選択可能であり、「オムニソーター」の場合、基本セットで 3,000万円（ソフ

トウェア・運用保守費別、導入費用別）である。 

このように倉庫ロボットにおいてもサブスクリプションで柔軟な利用形態が可能になるこ

とで、倉庫業務の自動化がより広範に進展することが期待される。 

＜ロボットラインナップ＞ 

 
（出所）Robowareウェブサイト（https://roboware.ai/robot?noscroll=1） 
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⑥Lv4 自動運転トラックによる幹線輸送サービス：T2 

T2 は、自動運転システムの開発及び同システムを搭載した車両による幹線輸送サービス事

業等を事業内容とし、2022 年に Preferred Networks の技術提供を受け、三井物産により設立

された（現時点では、大和物流、三井倉庫ロジスティクス、三菱地所、KDDI 等も出資）。同社

では、レベル４（限定された条件下においてドライバーが運転席に不在となる自動運転）の自

動運転トラックによる幹線輸送サービスの提供を目指した取組を行っている。 

高速道路を中心とした出発切替拠点～到着切替拠点間の自動運転を想定しており、現在、自

動運転トラックの開発が進められており、高速道路上での自動運転トラックの走行に成功して

いる。 

＜オペレーションの想定＞ 

 
（出所）T2ウェブサイト（https://t2.auto/solution/） 
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⑦AI による荷物量予測システムの導入：ヤマト運輸 

アルフレッサとヤマト運輸は、「ヘルスケア商品」の共同配送スキームの構築に向けた業務

提携を行い、その第一弾として、ビッグデータと AI を活用して、顧客毎に日々の配送業務量

を予測する配送業務量予測システムと、適正な配車を行う配車計画システムを開発、導入した。 

導入したシステムとスキームは以下の３つから成る。 

(１)配送業務量予測システム：アルフレッサがこれまでに蓄積した「販売」「物流」「商品」

「需要トレンド」などのビッグデータを AI で分析し、顧客毎の配送業務量（例. 注文

数、配送発生確率、納品時の滞在時間など）を予測する。AIが学習することで各種予測

の精度が向上し、より効率的な配車計画の作成が可能となる。 

(２)配車計画システム：(１)で得られた情報を基に配車計画を自動的に作成する。ヤマト運

輸の物流や配車に関するノウハウに加え、渋滞などの道路情報を活用することで、効率

的かつ安定的な配車計画を作成できる。配送量が多い時には、ヤマトグループの保有す

る配送リソースも機動的に活用することで、これまで以上に安定した配送ができる。 

(３)パッケージ納品：アルフレッサはこれまで納品時に検品作業が不要な「パッケージ納品」

を展開してきたが、今回導入するシステムに加えて、デジタル機能の活用による事前検

品を増やすことで、医療機関における対面作業時間を大幅に短縮することが可能となる。 

これらによる効果予測として、以下の３点が挙げられている。 

 配送生産性の向上（最大 20％向上） 

 最適な配送コースを設定による走行距離および CO2排出量の削減（最大 25％削減） 

 医療機関における対面作業時間の削減（最大 20％減） 

＜スキームの全体イメージ＞ 

 
（出所）ヤマト運輸株式会社 2021年 8月 3日ニュースリリース 

（https://www.yamato-hd.co.jp/news/2021/newsrelease_20210803_1.html） 
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（６）標準化 
①物流情報標準化ガイドライン準拠の事例：フィジカルインターネットセンター 

内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第 2 期では、スマート物流サービス物

流情報標準化検討委員会が設置された。SIP スマート物流サービスでは、サプライチェーンの

川上から川下まで統合した「物流・商流データ基盤」の構築、及びその社会実装までを目指す

研究開発と並行する活動として、データ項目の標準化等の促進を目的に、2021 年 10 月に「物

流情報標準化ガイドライン」の初版を公開（2024 年 1 月現在 Ver.2.01を公開）しており、本

ガイドラインは以下の 3つの標準から構成されている。 

 運送計画や集荷、入出庫、配達といった物流プロセスで用いるメッセージを定義する

「物流情報標準メッセージレイアウト」 

 物流標準メッセージレイアウトを採用する各業界システムがマスタ整備をする際の指針

となる「物流情報標準共有マスタ」 

 メッセージやマスタで用いるデータ項目の項目名や項目定義を定める「物流情報標準デ

ータ項目一覧」 

その他の工夫として、共同運送（運送計画プロセス）、共同保管（入庫プロセス）、検品レス

（出庫・出荷プロセス）、バース予約（配達プロセス）の４つについて「物流業務プロセスの標

準化」を提示している。 

ガイドラインの効果としては、「物流・商流データ基盤」内で取り扱うデータの標準形式を規

定することを挙げている。 

今後の展望として、「物流・商流データ基盤」外においても、データが異なることによる個社

毎の煩雑な調整やランニングコストの削減、システム関連コストの低減等のほか、データの統

一化が推進されることによる共同輸送や共同保管といったサービスの展開が容易になり、物流

の効率化が進むことが期待されている。 

 

（出所）『物流情報標準ガイドライン –ver.2.01-』2022.12 より 
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一般社団法人フィジカルインターネットセンターは、フィジカルインターネットに関する普

及啓発、調査及び研究、社会実装の場の提供、人材の育成等を行うほか、2023 年度以降、研究

推進法人に替わり「物流情報標準ガイドライン」の運営管理を担うこととなり、物流情報標準

の維持及び普及啓発を事業内容としている。 

その一環として、「物流情報標準ガイドライン」準拠企業の公表を行っている。 

なお、従前の物流情報に関する標準としては、物流 EDI 標準 JTRN（ｼﾞｪｲﾄﾗﾝ）（３C 版、2008

年 3 月）やインターネット対応型の次世代物流 EDI 標準である「物流 XML/EDI 標準」（Ver02-

03、2014年 3月）が挙げられる。これらは、一般社団法人日本物流団体連合会が事務局を務め

る物流 EDI センターが開発し、運営管理等を担っている。 

 

（出所）一般社団法人フィジカルインターネットセンター「物流情報標準ガイドラインについて」 

 

 

 

 

 

  



50 

 

②「送料無料」表示の自主的な見直し要請：消費者庁 

消費者庁では、持続可能な物流の実現のためには、消費者の意識や行動を変えていくことが

必要になっているとの考えのもと、消費者の意識改革や行動変容を促すとともに、運賃・料金

が消費者向けの送料に適正に転嫁・反映されていくよう、「送料無料」表示に関する実態や見直

しによる影響等を把握するため、意見交換会を実施し、検討を重ねてきた。関係者等の意見を

踏まえ、消費者庁の考え方を下表のとおり取りまとめている。 

これによると、「送料として商品価格以外の追加負担を求めない」旨を表示する場合には、そ

の表示者は表示についての説明責任があるとした上で、「送料当社負担」「○○円（送料込み）」

といった形で送料負担の仕組みを表示するか、「送料無料」と表示する場合にはその理由、しく

み等を分かりやすく説明することとしている。 

また、消費者庁では、物流の「2024 年問題」についても、消費者にもできることがあるとし

て、自分事として考え、意識や行動を変えることで、トラックドライバーをはじめ、物流に大

きな負荷がかかる状況を改善していくことができるとしている。 

 
（出所）消費者庁ウェブサイト 

（ https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/other/free_shipping/ind

ex.html） 
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（７）基盤づくり 
①標準化されたＡＰＩの公開・提供：ノルウェーMIXMOVE 

欧州の物流スタートアップ企業 Mixmove社では、各社・各施設によって異なる TMSや WMSと

いった物流情報システムを統一的に活用するため、さまざまな物流情報システムを API接続し、

クラウド上で統合管理できるソフトウェアを提供している。 

 X-Deliver(エクスデリバリー)：デリバリー管理クラウドソフトウェア 

 X-Dock：クロスドッキングクラウドソフトウェア 

 X-Track：リアルタイムの交通可視化クラウドソフトウェア 

 

 
（出所）Mixmove 社ウェブサイト（https://mixmove.io/platform/） 
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②欧米における電子ログ記録装置（ELD）の設置義務化 

 米国の動向 

米国の連邦自動車運輸安全局は、2018年に、トラックドライバーの安全向上の目的で電子ロ

グ記録装置（ELD：Electronic Logging Devices）の設置を義務化している。 

ELD 機器で車両情報を自動取得するだけでなく、セットで提供される ELD アプリに、出荷書

類番号やドライバーの勤務状況（積込み／荷卸し／荷待ち等）等を入力させることで、貨物の

トラッキングや作業状況の把握を可能にしている。 

 
（出所）米国の ELD取得要件（FMCSA）をもとに作成 

https://eld-federal-requirements.readthedocs.io/en/master/4-

functional_requirements.html#eld-inputs 

 

 

 

  
（出所）ELD Documentation (FMCSA) 

https://eld-federal-requirements.readthedocs.io/en/master/7-

data_elements_dictionary.html 

 

 

共同輸送の計画作成・手配 

• 大手物流企業が委託先に ELD を

配布し、実績把握することで、混

載・共同配送の司令塔として配車

手配 

https://eld-federal-requirements.readthedocs.io/en/master/7-data_elements_dictionary.html
https://eld-federal-requirements.readthedocs.io/en/master/7-data_elements_dictionary.html
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 欧州の動向 

欧州では、FMS（Fleet Management System：運行管理システム）標準を通じたトラックデー

タの共有により、物流事業者に対して運行管理サービスや安全運転・エコドライブ支援サービ

スを提供する FMSサービス市場が形成されてきた。 

2006 年に、車両総重量 3.5 トン以上の新車へのデジタルタコグラフの搭載が義務付けられ

た。それによりデジタコの普及が進んだ結果、トラックデータのより容易な取得をめざし、イ

ンターネット経由でトラックデータを取得するニーズが高まり、トラックメーカー中心で rFMS

標準を策定した。 

FMS 標準と rFMS標準の策定により、どのトラックメーカー製の車両からも、トラックデータ

が取得できる環境が整備されている。 

＜欧州におけるトラックデータ標準化の経緯＞ 

 

＜欧州における FMS サービスのビジネスモデル＞ 

 

 

（出所）根本「トラックデータ標準化・共有化による物流イノベーション～物流 MaaS・高速道路ト

ラック自動運転～」スマート物流サービスシンポジウム 2022 資料より 
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欧州では、貨物車は複数の国をまたいで運行されることが多いが、従来のデジタコでは起点

と終点を含む走行位置が不明なため、データ改ざん等が多く発生。そのため、2019年 6月以降

に登録された大型車から、デジタルタコグラフに GPS 機能を付加したスマートタコグラフの搭

載を義務付けられた。このスマートタコグラフ搭載により、走行位置、走行時間、ドライバー

の労働時間の監視ができるだけでなく、他の車両や路上インフラとの通信も可能となっている。 

 
（出所）コンチネンタル社 プレスリリースより 
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③オープン型宅配便ロッカー「PUDOステーション」の設置：Packcity Japan 

国土交通省では、宅配便の再配達削減に向けて、いわゆる「置き配」も含む受取方法の多様

化に取り組んでいるが、駅やスーパー、コンビニエンスストア、駐車場、駐輪場、公共施設等

に設置・運営されるオープン型宅配便ロッカーは、宅配便の多様な受取方法の一つとして大き

な役割を果たすことが期待されるものである。Packcity Japan はクアディエントシッピング

社とヤマト運輸の共同出資により 2016 年に設立され、日本におけるオープン型宅配便ロッカ

ーネットワークの構築や、宅配便ロッカーネットワークの維持・管理・運用を主な事業内容と

している。 

PUDO（プドー）ステーションは、誰でも利用できる、どの宅配会社でもサービスを展開でき

る宅配便ロッカーであり、利用者が受取場所を指定すると、その場所に配達され、荷物を受け

取ることができる。宅配会社については、ヤマト運輸のほか、佐川急便（一部の PUDO ステー

ションのみ）、日本郵便（同左）、DHLジャパンが利用可能となっている。 

 

（出所）Packcity Japan社ウェブサイト（https://www.packcity.co.jp/company_profile） 
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④コネクトエリア浜松：NEXCO 中日本、遠州トラック 

労働時間短縮、労働負担軽減など労働環境の改善が期待され、働き方改革に繋がる。 

「コネクトエリア浜松」は、NEXCO 中日本と遠州トラック㈱が新東名高速道路浜松サービス

エリア隣接地に共同で整備し、運営・管理、運用支援を行う「中継輸送拠点」である。 

浜松は東京と大阪の中間地点に位置し、両都市から 200km強であるため、中継輸送拠点とし

てドライバー交替またはヘッド交換により積荷を交換することで、泊付きの長距離運行を複数

のドライバーで中継することにより、各ドライバーが日帰りで勤務できるようになる。 

施設としては、トラックの中継施設が 30 バース（予備バース２）用意されているほか、入

退場ゲート、夜間照明、防犯カメラ、自動販売機等が設置されている。 

物流に関わる全ての事業者が利用可能であるが、会員制となっており、登録台数に応じた会

費が月額 1,100～4,400円、利用の都度に係る利用料が 650円/回となっている。 

＜コネクトエリア浜松の利用イメージ＞ 

 

＜コネクトエリア浜松全体図＞ 

 
（出所）コネクトエリア浜松ウェブサイト（https://ca-hamamatsu.com/） 
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（８）低コスト化 
①国による公的支援（国交省、経産省など） 

「３．デジタル技術の活用に関する既存助成制度」参照 

 

（９）その他 
①特定事業者への物流統括管理者の選任義務化（国交省） 

2024 年 2 月には、「2024 年問題」に対応し、物流の持続的成長を図るため、「流通業務の総

合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律案」（以

下、「改正法案」）が閣議決定された。改正法案では、荷主・物流事業者に対する規制として、

物流効率化のために取り組むべき措置について努力義務を課すこと、一定規模以上の事業者を

特定事業者として指定し、中長期計画の作成や定期報告等を義務付けること、特定事業者のう

ち荷主には物流統括管理者の選任を義務付けること等が示されている。 

 

＜特定事業者の要件＞ 

• 第一種荷主（発荷主）のうち、貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者に運送を行

わせた貨物が「基準重量」（算定年度及び貨物重量は政令で定める）以上であるもの 

• 第二種荷主（着荷主）のうち、次に掲げる貨物について「基準重量」以上であるもの 

 自らの事業に関して、運転者から受け取る貨物 

 自らの事業に関して、他の者をして運転者から受け取らせる物 

 自らの事業に関して、運転者に引き渡す貨物 

 自らの事業に関して、他の者をして運転者に引き渡させる貨物 

 

＜物流統括管理者について＞ 

• 次に掲げる業務を統括管理する者（「物流統括管理者」）を選任しなければならない。 

 中長期的な計画の作成 

 自らの事業に係る貨物の運送を行う運転者への負荷を低減し、及び輸送される物資の

貨物自動車への過度の集中を是正するための事業の運営方針の作成及び事業の管理

体制の整備に関する業務 

 その他運転者の運送及び荷役等の効率化のために必要な業務（主務省令で定める） 

• 物流統括管理者は、特定荷主が行う事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にある

者をもって充てなければならない。 

• 特定荷主は、物流統括管理者を選任したときは、遅滞なく、その氏名及び役職を荷主事業

所管大臣に届け出なければならない。これを解任したときも、同様とする。 
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②政府広報やメディアを通じた広報(内閣府、JILSなど） 

内閣府大臣官房が運営する「政府広報オンライン」では、数次にわたって物流を採り上げ、

広く一般向けに動画や音声で広報を行っている。 

＜政府広報オンラインにおける物流関連の情報発信＞ 

タイトル 概要紹介文 URL 更新日 

物流 2024年

問題 

政府広報提供テレビ番組「ミライの歩き

方」の本編(物流 2024年問題)動画を掲載し

たページです。「物流 2024年問題」が発生

する背景や、私たちの生活への影響。そし

て、問題の解決のために私たちが心掛ける

べきことを紹介します。 

https://www.gov-

online.go.jp/pr/

media/tv/miraino

/movie/20230920.

html 

2023 年 9

月 20日 

物流の効率化 政府広報提供テレビ番組「ミライの歩き

方」の本編(物流の効率化)動画を掲載した

ページです。ドライバー不足による物流の

停滞が懸念される「物流 2024 年問題」。そ

の解決に向けた物流効率化の取組について

紹介します。 

https://www.gov-

online.go.jp/pr/

media/tv/miraino

/movie/20230927.

html 

2023 年 9

月 27日 

物流革新「ま

るっと減らそ

う!再配達」

篇 

再配達削減のために活用をお願いしたい三

つのこと。近年、多様化するライフスタイ

ルとともに電子商取引(EC)が急速に拡大

し、宅配便の取り扱い個数が増加している

一方、宅配便の再配達は CO2 排出量の増加

やドライバー不足を深刻化させるなど、重

大な社会問題の一つとなっています。この

ような状況を改善するために、皆様のご理

解とご協力をお願いします。 

https://www.gov-

online.go.jp/use

ful/202402/video

-278763.html 

2024 年 2

月 16日 

みんなで解決

しよう! 物流

2024 年問題 

ラジオ番組「青木源太・足立梨花 Sunday 

Collection」。今回のテーマは「みんなで解

決しよう! 物流 2024年問題」です。ネット

通販をはじめ、私たちにとって便利な日本

の物流。トラックドライバーの長時間労働

によって支えられてきた側面が。そんな

中、今年の 4月から法律により、働き詰め

だったドライバーの労働環境が改善されま

す。一方、輸送力の低下により物流が滞る

問題、いわゆる「物流 2024年問題」の心配

が!問題の解決に向けて私たち一般消費者や

事業者などが協力してできる取組を深掘り! 

https://www.gov-

online.go.jp/art

icle/202402/radi

o-1552.html 

2024 年 2

月 26日 

（出所）政府広報オンライン（https://www.gov-online.go.jp/） 

 

また、JILS（公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会）や物流連（一般社団法人日本

物流団体連合会）等の物流関連団体においては、メールマガジンや研修・セミナー、講演会等

を通じて、物流に関する意識啓発を行う活動を精力的に行っている。 
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③地産地消モデルへの転換：花王 

花王では、既存の事業の再生（Reborn Kao）と、未来の成長エンジンとなる新事業の創成

（Another Kao）を両利きで進めていくとの方針のもと、「Reborn Kaoにおいては、最小限の消

費で最大限の価値を実現するための「ESG 視点でのよきモノづくり」を基軸に、カテゴリーリ

ーディングブランドを強化するためのメリハリある投資を実行すると共に、DX によるお客さ

まとの絆を重視するロイヤリティ・マーケティングへのシフトを進めています。グローバル化

に関しては、競争に巻き込まれにくいオンリーワン価値を追求すると共に、現地製造を基本と

した地産地消モデルへの転換に引き続き取り組んでいきます。」としている。 

グローバル経営における「地産地消モデル」については、現地ニーズへの的確かつ迅速な対

応や、災害リスクや地政学リスクへの影響軽減等、多様な意義があるが、物流という観点にお

いては、輸送距離を短縮し、物流に伴う従事者への負担軽減、環境負荷の軽減、インフラへの

負荷軽減といった持続可能な物流システムの構築に寄与する面も大きい。 
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④標準化と合わせた GHG排出量の可視化・管理：欧州 Catena-X 

欧州では、分散型のシステムによりデータ主権を保持するため、産業分野横断的な取組み

Gaia-X 及び自動車・部品製造業分野の個別取組み Catena-Xが進められている。 

分野横断的な Gaia-X については、国際的非営利団体で、欧州データ空間の構築に、7 原則

（①欧州のデータ保護、②開放性と透明性、③信頼性と信頼、④デジタル主権（GAFA からの独

立）と自己決定、⑤自由な市場アクセスと欧州の価値創造、⑥モジュール性と相互運用性（標

準仕様の決定）、⑦使いやすさ）を適用。産業データ（≠個人データ）の公開・共有により新産

業を創出するため、データ標準化、利用のルール確立に取り組む。 

データを使って製品やサービスを提供する企業などの各利用者がデータ主権を保持して、主

体毎にデータを管理することを促すとともに、多くのクラウドサービス提供者と利用者を結び

つけるという点で、分散型システムが特徴である。データの利用者と提供者が客観的な技術基

盤に基づいて相互に信頼し、複数の主体間でデータを安全かつ自由に交換することを可能にす

るべく、共通のルールに則った信頼できるプラットフォームを通じて Data Space の創出を可

能にするものである。 

Gaia-X を踏まえた、個別分野の旗艦プロジェクトの先頭を行くのが、自動車・部品製造業分

野の Catena-X である。各企業のデータは企業毎に異なる様式・ソフトで運用されることが多

いが、当該企業間で、個別合意を前提に、Catena-Xで開発したデータ標準によるデータの接続

と相互運用を可能にするという発想である。このような運用がなされる場としての Data Space

が機能するよう、共通のルールを作成し、参加企業に対するルール適合性認証も実施されてい

る。Catena-Xの具体的な取組み場面（ワークベンチ活動）には、例えば、製品のトレーサビリ

ティ及びカーボンフットプリントの見える化があるが、これらには、原材料や物流過程も含ま

れる。 

以上のように、欧州では、GHG排出量の可視化・管理など、産業・企業横断的に取り組む「協

調領域」で、標準化等のルールづくりを進めることにより、データ接続・相互運用を推進して

いる。 

 

（出所）欧州ヒアリング調査より JTTRI作成 
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⑤自動物流道路：国土交通省 

「高規格道路ネットワークのあり方中間とりまとめ」（社会資本整備審議会道路分科会国土

幹線部会）において、新たな物流形態として、道路空間をフル活用した「自動物流道路」の構

築に向けた検討を進める必要があるとされた。国土交通省ではこれを踏まえ、2024年 2月、自

動物流道路の実現に向け、自動物流道路の目指すべき方向性、必要な機能や技術、課題等を検

討するため、有識者、関係団体及び関係省庁からなる「自動物流道路に関する検討会」を設置

した。 

検討のポイントとして、道路空間をフル活用した新しい物流形態を早期実現するため、10年

での実現を目指し、バックキャストで検討することや、必要なブレイクスルーの実現を前提に

議論することが挙げられている。海外での検討事例として、スイスの地下物流システムや、イ

ギリス・西ロンドン地区における Magway システム（物流用に開発した低コストのリニアモー

ターを使用した、完全自動運転による地区内物流システム）の構想等が挙げられており、道路

の地下空間等を活用した自動物流システムが想定されているものと考えられる。 

 

（出所）「第１回 自動物流道路に関する検討会」資料５（2024年 2月 21日） 
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⑥安全性優良事業所認定（Gマーク）：公益社団法人全日本トラック協会 

公益社団法人全日本トラック協会では、2003 年から利用者がより安全性の高い事業者を選

びやすくするための環境整備を図るため、事業者の安全性を正当に評価し、認定し、公表する

「安全性優良事業所」認定制度を実施している。 

安全性優良事業所に対しては、国土交通省による違反点数の消去等、全日本トラック協会に

よる助成の優遇、損保会社等による保険料の優遇といったインセンティブが付与される。 

 

（出所）公益社団法人全日本トラック協会ウェブサイト 

（https://jta.or.jp/member/tekiseika/gmark/about_gmark.html） 
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２．物流動態データのデジタル化に関する各種方法 
（１）物流動態データのデジタル化に関する各種方法 

①次世代運行記録計（スマートタコグラフ）の動向 

次世代運行記録計（スマートタコグラフ）の追加機能の主なものとしては、下記資料の通り。 

次世代運行記録計は、運行管理、EMS 機能、健康管理など、安全対策・エネルギーマネジメ

ントから開発がスタートしている。初期の議論は、安全対策が中心で、物流に関する「車両の

搭載情報に関するデータ（積載状況・車両重量・タイヤ圧など）」等について注目した記載はみ

られない。 

 

 

（出所）国土交通省「次世代運行管理 WGの設置について」WG資料より 
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車載器種別にみた用途と取得データについては下記の通り。 

車載器の代表種別は、「車両稼働管理用機器」、「デジタルタコグラフ」、「スマートフォン」等

からなる。 

デジタルタコグラフの取得データは、法定３要素（時間、距離、車速）に加え、位置、空車・

実車、高速走行等となっている。車両稼働管理用機器の取得データは、加速度・エンジン回転

数、燃料消費量、空車・実車等からなる。 

 

 

（出所）経済産業省製造産業局自動車課「物流分野におけるモビリティサービス（物流 MaaS）

勉強会とりまとめ 説明資料」（2020/4/20）より 
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②日本版 FMS（運行管理に資する一部車両データの標準規格化） 

運行管理に資する一部車両データの標準規格化について、商用車 OEM（完成車メーカー）の

議論が進められる。  

 

（出所）経済産業省製造産業局自動車課「物流分野におけるモビリティサービス（物流 MaaS）

勉強会とりまとめ 説明資料」（2020/4/20）より 

 

国土交通省での検討会の設置が行われ、日本自動車工業会「車両情報利活用 WG」にて、日本

版 FMS の議論が行われている。  

 

（出所）経済産業省製造産業局自動車課「物流分野におけるモビリティサービス（物流 MaaS）

勉強会とりまとめ 説明資料」（2020/4/20）より 
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経済産業省より欧州 FMSを参考に、日本版 FMS の取組が必要との方向性が示されている。欧

州 FMS でのトラック車両情報として、「軸重・車重」等があり、積載状況がモニタリングでき

ることになる。 

 

（出所）経済産業省製造産業局自動車課「物流分野におけるモビリティサービス（物流 MaaS）

勉強会とりまとめ 説明資料」（2020/4/20）より 
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③トラックデータ連携の取組の方向性 

トラックデータ連携の取組の方向性としては、下記の２つが示されている。 

トラックデータ連携の仕組みの構築で、運行管理可能な仕組みを確立し、統合運行管理の運

用を目指すものである。加えて、積貨情報連携による空きスペースの可視化及び、荷主マッチ

ングのための情報連携を行い、積載率の向上を目指す。 

 

 

（出所）経済産業省製造産業局自動車課「物流分野におけるモビリティサービス（物流 MaaS）

勉強会とりまとめ 説明資料」（2020/4/20）より  
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（２）電子ログ記録装置（ELD）に関する規制改革の動向 

①日本における電子ログ記録装置（ELD）・デジタルタコグラフの規制改革の動向 

日本では運行記録計（タコグラフ）の設置が義務化されているが、位置情報の取得は任意で

ある。通信型デジタルタコグラフの実装と標準化 EDI の環境整備により、貨物のトラッキング

や作業状況をリアルタイムで把握することが可能となる。 

 
（出所） インタビュー調査結果及び公知情報により JTTRI 作成 

 

日本経済団体連合会（経団連）では、2023年 9月、デジタコ普及に向けた技術基準見直しの

規制改革要望を行っている。 

近年、テレマティクス端末（自動車と通信システムを組み合わせて行う情報サービスで用い

られる端末）がデジタコと同等の機能を持つようになっているが、デジタコについては、メモ

リのデータ改ざんや破損を防止する観点から厳格な技術基準が設定されているため、機器の価

格が高額（約 20万円）となっており、普及の制約となっている。一方、米国では、デジタコの

記録をクラウド上に保存することを認めており、低廉な価格（約 2 万円）で供給されている。 

こうした状況のなか、経団連では、技術革新と通信環境の変化を踏まえ、デジタコの技術基

準を見直し、米国と同様に記録の保存をクラウド上で認めることを要望している。 

その後、同年 12 月 26 日に公表された規制改革推進会議「規制改革推進に関する中間答申」

では、以下の 3点を可能とするため、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14年

国土交通省告示第 619号）について所要の改正を行うこととされており、デジタコの電子化促

進に対する期待が高まっている。 

①クラウド上のみでの車両運行データ保存（通信不能時の車両運行データが機器内で記録

できる場合に限る。） 

②Wi-Fi等の通信を活用した車両運行データ出力（送信） 

③走行速度や走行距離といった情報取得時の車速パルス以外の信号利用 
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（３）ITS（高度道路交通システム）スポット/ETC2.0 に関する動向 

①ITS スポット/ETC2.0について 

交通安全、渋滞対策、環境対策などを目的とし、人と車と道路とを情報で結ぶＩＴＳ技術を

活用した次世代の道路のことをスマートウェイという。この実現に向け、産学官が一体となり、

スマートウェイによる次世代路車協調システムの研究開発・実証実験を推進してきている。 

その方向性は、カーナビ・ＥＴＣを進化させて一体化し、オールインワンで多様なサービス

を実現することで、このオールインワンのサービスに対応する通信手段として、道路に設置さ

れた「ＩＴＳスポット」とクルマ側の「ＩＴＳスポット対応カーナビ」※1 との間で高速・大

容量通信を行うことにより、広域な道路交通情報や画像も提供されるなど、様々なサービスを

実現する。 

※1：製品により、ITS車載器、DSRCユニット、DSRC車載器等と呼ばれている。この通信機能

の中心となるのは、ＩＳＯ（国際標準化機構）やＩＴＵ（国際電気通信連合）国際標準

化された高速で大容量の双方向通信を可能とする 5.8GHｚ帯 DSRC（Dedicated Short 

Range Communication：スポット通信）で、これまでＥＴＣに用いられてきた通信を効率

的に活用している。 

 

「ITS スポットサービス」と呼ばれていたサービスは、「ETC2.0 サービス」に、「ITS スポッ

ト対応車載器・カーナビ」は「ETC2.0 対応車載器・カーナビ」と呼称変更している。 

 

 

（出所）国土交通省ホームページより 

https://www.mlit.go.jp/road/ITS/j-html/spot_dsrc/ 

  

https://www.mlit.go.jp/road/ITS/j-html/spot_dsrc/
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〇ETC2.0のシステム概要 

 

（出所）国土交通省ホームページより 

https://www.mlit.go.jp/road/ITS/j-html/pdf/etc2gaiyou.pdf 

 

〇ETC2.0路側機配置の考え方 

・都市間高速道路：JCT（約 90箇所）の手前も含め、おおむね 10～15km おきに設置 

・都市内高速道路：約 4kmおきに設置 

 現在、高速道路上を中心に、全国 1,700箇所に設置されている。 

 

〇従来のビーコンとの比較：高速・大容量通信が可能 

・最大約 1,000km の道路の区間ごとの所要時間データがカーナビに提供（これまでは最大約

200km）。 

・さらに、１箇所で最大４枚の簡易図形の情報提供が可能（これまでは１枚のみ）。 

 

  

https://www.mlit.go.jp/road/ITS/j-html/pdf/etc2gaiyou.pdf
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〇全国の ITSスポット配置図 

 

（出所）国土交通省ホームページより 

https://www.mlit.go.jp/road/ITS/j-html/spot_dsrc/ 

 

  

https://www.mlit.go.jp/road/ITS/j-html/spot_dsrc/
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②ITS の推進支援に関する取組（支援制度） 

ITS の推進支援として、国土交通省の支援制度としては、「自動運転実証実験」をテーマとし

て、ハード系の走行空間に関するものと、ソフト系の路車協調システムの構築に関するものが

ある。また、車両運行管理支援として ETC2.0 のデータ配信事業（社会実験）の取組などがあ

る。 

〇自動運転実証実験の支援制度 

 

（出所）国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001730.html 

 

〇車両運行管理支援のための ETC2.0特定プローブデータ配信事業者募集（社会実験） 

 

（出所）国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001581823.pdf 

 

https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001730.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001581823.pdf
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３．デジタル技術の活用に関する既存助成制度 

（１）物流施設における DX 推進実証事業費補助金（国土交通省令和５年度補正予算） 

国土交通省では、令和５年度補正予算として、2024年 4月 3日より、物流施設における自動

化・機械化・デジタル化の優れた取組について、システムの構築や自動化機器の導入等への支

援を行うことにより、物流施設における DX の強力な推進を図るため、「物流施設における DX

推進実証事業費補助金」の募集を開始した。制度概要は以下のとおりである。 

（１）補助対象事業者 

 民間企業等（交付要綱等で定める条件を満たす者） 

（２）事業内容 

物流施設を保有・使用する物流関係事業者が、トラックドライバーの荷待ち・荷役の削減、

施設の省人化を図るため、物流施設における、システム構築・連携、自動化・機械化機器の導

入を同時に行う場合、その経費の一部を支援するとともに、専門家による伴走支援、効果検証

等を行い、物流施設における DXの強力な推進を図る。 

（３）支援割合・上限等 

支援割合：1/2 

システム構築・連携【1社あたり：2,500万円】 

DX 機器導入【1社あたり：1億 1,500万円】 

 ※システム構築・連携と DX機器の導入は同時に行うことを条件とする。 

（４）令和５年度補正予算額 

15 億円 

 

  



74 

 

（２）物流効率化に向けた先進的な実証事業（経済産業省令和５年度補正予算） 
経済産業省では、令和５年度補正予算として、「荷主企業における物流効率化に向けた先進

的な実証事業」と「自動配送ロボット導入促進実証事業」を実施している。 

 

①荷主企業における物流効率化に向けた先進的な実証事業 

（１）事業概要 

荷主企業の物流施設の自動化・機械化に資する機器・システムの導入等に係る費用を補助す

ることを通じ、荷主企業の省力化や物流効率化の投資効果を明らかにする実証を行う。 

（２）事業期間 

交付決定日～2025年 2月 7日(金)（一次公募は終了、二次公募を実施予定） 

（３）補助率・補助上限額・投資下限要件 

補助率：中小企業等＝補助対象経費の 2/3以内 中堅企業等＝補助対象経費の 1/2以内 

補助上限額：中小企業等＝1 億円 中堅企業等＝5億円 

投資下限要件：中小企業等＝300万円以上 中堅企業等＝5,000万円以上 

（４）補助対象経費 

機械装置・システム費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、 

外注費、その他諸経費 

（５）本事業の対象となる具体的な取組内容 

「ア」・「イ」の２つの要件を満たす物流効率化計画を策定・提出すること 

ア．利用する物流事業者側の業務効率化 

 下記のうち（１）若しくは（２）は必須とし、（３）の取組を含めることが可能 

（１）荷待ち・荷役時間の削減 

（２）積載率の向上 

（３）その他 

 輸送ルートの見直し、共同輸配送の実施等、ガイドラインに記載されている取組事項を

踏まえて、定量的な目標を設定すること 

イ．物流施設側における業務効率化 

 従業員の補助事業に関わる総労働時間について、設備投資により、機器・システム等の

導入前と比較して、３%以上削減すること 

（６）機器導入例:入出荷関連、保管関連、運搬関連、仕分け関連 

 入出荷関連：トラックローダー、フォークリフト、パレタイザー/デパレタイザー 

 保管関連：パレット等の物流資材、洗浄等付属設備、自動倉庫、保管ラック 

 運搬関連：コンベア、垂直搬送機、AMR、AGV 

 仕分け関連：自動仕分け機、無人仕分け機、ピッキングシステム・ロボット 

（７）システム導入例：バース予約システム、倉庫管理システム、伝票電子化・物流 EDI、AI

カメラ・システム、RFID等自動検品システム 
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②自動配送ロボット導入促進実証事業 

（１）事業概要 

公道を走行する自動配送ロボットの採算性を確保したサービスモデルを創出し、市場の確立

を図るため、複数拠点・多数台運行による大規模なサービス実証を行う。 

（２）事業期間 

交付決定日～2025年 2月 21日（金）（公募期間は 2024年 4月 8日(月)まで） 

（３）補助率・補助上限額 

補助率：大企業＝補助対象経費の 1/3 以内 中小企業＝補助対象経費の 2/3以内 

補助上限額：大企業＝4,000 万円 中小企業＝8,000万円 

（４）補助対象経費 

人件費、事業費 

（５）本事業の対象となる具体的な取組内容 

 自動配送ロボットを活用した配送に関する事業採算性を確保したサービスモデル構築

に向けた実証 

例）顧客等ヒアリング、サービスの設計、サービス実証のプロモーション、サービス実

証の実施、事業性の検証、社会受容性の検証 

 補助事業者は、上記の実証の成果を踏まえ、事業期間中に「事業採算性を確保したサー

ビスモデルの事業設計書」を作成、事務局へ提出 

 構築したサービスモデルを関連企業等へ普及する活動 

例）補助事業者が自治体や協力団体と連携し、構築したサービスモデルを地域内で共に

推進する企業等を新たに発掘するための説明会等の開催、サービスモデルの他地域への

普及展開のためのセミナーや、事務局と連携して行う成果報告会等の実施 
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（３）ＩＴ導入補助金（複数社連携ＩＴ導入枠） 
業務上つながりのある「サプライチェーン」や、特定の商圏で事業を営む「商業集積地」に

属する複数の中小企業・小規模事業者等が連携してＩＴツールを導入し、生産性の向上を図る

取組みを支援するため、ＩＴツールを導入し、生産性の向上を図る取組みを支援する。 

複数の複数の中小企業・小規模事業者が連携して IT ツール及びハードウェアを導入するこ

とにより、地域 DXの実現や、生産性の向上を図る取組に対して、複数社への ITツールの導入

を支援するとともに、効果的に連携するためのコーディネート費や取組への助言を行う外部専

門家に係る謝金等を含めて支援する制度である。 

 

 

（出所）独立行政法人中小企業基盤整備機構・中小企業庁「IT導入補助金 2024（令和 5年度補正

サービス等生産性向上 IT導入支援事業）_複数社連携 IT導入枠」より 
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（４）モーダルシフト推進事業 
「物流の 2024 年問題」が目前に迫る中、2023 年６月に取りまとめられた「物流革新に向け

た政策パッケージ」では、トラック長距離輸送から鉄道・船舶輸送への「モーダルシフトの推

進」が具体的な施策の１つに掲げられている。 

さらに同年 10 月の「物流革新緊急パッケージ」では、モーダルシフトの推進について、鉄

道（コンテナ貨物）、内航（フェリー・RORO船等）の輸送量・輸送分担率を今後 10年程度で倍

増することが示され、モーダルシフトへの注目が高まっている。 

こうした背景を踏まえモーダルシフトを推進するとともに、省人化・自動化の取組みを推進

することで物流 DX を推進し、さらに物流効率化を加速させるため、省人化・自動化に資する

機器の導入を計画したり、実際に当該機器を用いて運行する事業者に対して、計画策定や運行

経費を支援する。 

 

（出所）国土交通省総合政策局物流政策課「令和５年度「モーダルシフト等推進事業費補助金」

の交付決定 報道発表資料 別添資料」（2023.8）より 
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（５）令和 5 年度沖縄物流デジタル技術活用推進事業 

物流効率化・迅速化を目的としたデジタル化推進のため、AI（人工知能関連技術）や IoT（イ

ンターネット・オブ・シングス活用関連技術）等の IT 技術を活用したデジタル化に伴う設備

導入等に取り組む事業（以下「補助事業」という。）の実施に要する経費のうち、補助金交付の

対象として事務局が認める経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付する事業により、沖縄県

の物流の効率化・迅速化を実現し、労働生産性を向上させることを目的とした支援制度である。 

 

（出所）公益財団法人沖縄県産業振興公社「令和 5年度沖縄物流デジタル技術活用推進事業」より 
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（６）その他助成制度（令和５年度末まで有効な制度） 
その他、令和５年度末まで有効な助成制度としては下表のものが見られる。 

補助制度 関係主体 支援概要 申込期間 

ものづくり・商業・

サービス生産性向上

促進補助金 

中小企業庁及び独立

行政法人中小企業基

盤整備機構 

・省力化（オーダー

メイド）枠 

・2製品・サービス高

付加価値化枠（通常

類型・成長分野進出

類型（DX・GX） 

・グローバル枠 

令和 6年 1月 31日～

3月 27日  

物流 DX 機器導入促進

補助金 

一般社団法人 日本

倉庫協会 

税制特例（国税）の

適用要件を満たす施

設のみ 

物流 DX機器導入促進

補助金 

令和５年４月１日～

令和６年３月２９日 

トラック輸送の省エ

ネ化推進事業（令和 5

年度「AI･IoT 等を活

用した更なる輸送効

率化推進事業費補助

金」） 

経済産業省 ・対象：トラック事

業者や荷主等 

・対象システム導入

に要する経費の一部

（車両動態管理、予

約受付システム等、

配車計画、AI・IoTに

よるシステム連係ツ

ール） 

令和 5年 10月 11日

～10月 24日 

ビッグデータを活用

した効率的かつ適切

な自動車整備による

使用過程車の省エネ

性能維持推進事業

（令和 5年度「AI･

IoT 等を活用した更な

る輸送効率化推進事

業費補助金」） 

経済産業省 ・対象：自動車整備

事業者等 

・スキャンツールの

購入価格の３分の１

（1事業場の上限額

15万円） 

 

 

令和５年９月１９日

～１０月２日 

新技術を用いたサプ

ライチェーン全体の

輸送効率化推進事業

（令和 5年度「AI･

IoT 等を活用した更な

る輸送効率化推進事

業費補助金」） 

経済産業省 資源エネ

ルギー庁と国土交通

省 

サプライチェーン上

の複数事業者の連携

を要件に、実施計画

に基づく物流システ

ムの標準化やデータ

の共通化、AI・IoT等

の新技術の導入等に

係る費用の一部を支

援 

3次：令和 5年 10 月

３日～10月 31日 

 


	１． デジタル技術の活用に関する技術、プロジェクト等の取組事例
	（１） デジタル化
	① 受発注システムとの連携による荷受の効率化／基幹EDIサービス：プラネット
	② 「Data-Driven Logistics®」の実現に向けたソリューションの提供：Hacobu
	③ 自動発注の高度活用による輸送量平準化・配送の最適化：ニチレイロジグループ
	④ デジタコ情報を活用した車両動態管理システム：traevo
	⑤ 電子契約システム：インフォマート
	⑥ 鉄道コンテナ輸送管理システム：JR貨物
	⑦ GTFSを用いた情報提供：津軽海峡フェリー

	（２） 見える化
	① 貨物輸送のトラッキング情報の提供：米国project44
	② 物流MaaSプロジェクト：経済産業省
	③ シェアリング型寄託倉庫サービス：米国FLEXE
	④ ワンストップ・ナビ：日本通運
	⑤ 配送時のCO2排出量を追跡できるツールの提供：米国FedEx

	（３） 共有化・オープン化
	① サプライチェーン全体を通じた商品・情報等取引の効率化・改善（CPFR）：米国VICS
	② サプライチェーン全体の輸送関連情報リアルタイム可視化：ヤマト運輸、Wismettacフーズ
	③ 共同輸送プラットフォームによる幹線輸送・中継輸送の効率化：NEXT Logistics Japan
	④ モーダルシフト船の運航情報等一括情報検索システム：国土交通省
	⑤ 休憩施設混雑情報板：NEXCO各社
	⑥ 公共交通オープンデータ協議会に参画する交通事業者のデータの提供：公共交通オープンデータセンター
	⑦ 米国・欧州における港湾等各輸送モードのデータ共有化・オープン化の取組

	（４） データ活用
	① 物流条件に応じたメニュープライシング活用による持続可能な物流の推進：ユニリーバ
	② チルド販売物流におけるAI配車を活用した適正化モデルの実現：江崎グリコ等


	1. AIによる配送ルート最適化モデルを参考に、実運行できる状態に整備を行った。
	2. AIの導入によって、短時間でのルート設計、一定の条件下での最適化、継続的な改善のためのデータの蓄積などが可能となった。
	③ パレット管理システム：東計電算
	④ ラストワンマイル配送のマッチングシステム：Pick Go（CB Cloud）
	⑤ 業界団体による物流事業者間のマッチングシステム：Webkit２（日貨協連）
	⑥ ポイント活用による物流平準化【おトク指定便】：アスクル
	⑦ ETC2.0駐車場予約システム社会実験：NEXCO中日本・東日本
	⑧ 物流ネットワークを考慮した物流拠点等のインフラ整備計画手法：日本工営
	（５） 自動化
	① 自動倉庫の取組：米国Ryder社
	② 最適在庫システムの取組：米国Vailzant社
	③ 自動運転フォークリフトによる荷下ろし/荷積み：NEXT Logistics Japan
	④ 需要予測と在庫状況に応じたプロモーションによる物流最適化：米国Amazon
	⑤ 月額制倉庫ロボットサービス：Roboware
	⑥ Lv4自動運転トラックによる幹線輸送サービス：T2
	⑦ AIによる荷物量予測システムの導入：ヤマト運輸

	（６） 標準化
	① 物流情報標準化ガイドライン準拠の事例：フィジカルインターネットセンター
	② 「送料無料」表示の自主的な見直し要請：消費者庁

	（７） 基盤づくり
	① 標準化されたＡＰＩの公開・提供：ノルウェーMIXMOVE
	② 欧米における電子ログ記録装置（ELD）の設置義務化


	 米国の動向
	 欧州の動向
	③ オープン型宅配便ロッカー「PUDOステーション」の設置：Packcity Japan
	④ コネクトエリア浜松：NEXCO中日本、遠州トラック
	（８） 低コスト化
	① 国による公的支援（国交省、経産省など）

	（９） その他
	① 特定事業者への物流統括管理者の選任義務化（国交省）
	② 政府広報やメディアを通じた広報(内閣府、JILSなど）
	③ 地産地消モデルへの転換：花王
	④ 標準化と合わせたGHG排出量の可視化・管理：欧州Catena-X
	⑤ 自動物流道路：国土交通省
	⑥ 安全性優良事業所認定（Gマーク）：公益社団法人全日本トラック協会


	２． 物流動態データのデジタル化に関する各種方法
	（１） 物流動態データのデジタル化に関する各種方法
	① 次世代運行記録計（スマートタコグラフ）の動向
	② 日本版FMS（運行管理に資する一部車両データの標準規格化）
	③ トラックデータ連携の取組の方向性

	（２） 電子ログ記録装置（ELD）に関する規制改革の動向
	① 日本における電子ログ記録装置（ELD）・デジタルタコグラフの規制改革の動向

	（３） ITS（高度道路交通システム）スポット/ETC2.0に関する動向
	① ITSスポット/ETC2.0について
	② ITSの推進支援に関する取組（支援制度）


	３． デジタル技術の活用に関する既存助成制度
	（１） 物流施設におけるDX推進実証事業費補助金（国土交通省令和５年度補正予算）
	（２） 物流効率化に向けた先進的な実証事業（経済産業省令和５年度補正予算）
	① 荷主企業における物流効率化に向けた先進的な実証事業
	② 自動配送ロボット導入促進実証事業

	（３） ＩＴ導入補助金（複数社連携ＩＴ導入枠）
	（４） モーダルシフト推進事業
	（５） 令和5年度沖縄物流デジタル技術活用推進事業
	（６） その他助成制度（令和５年度末まで有効な制度）




